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1. 事業の概要 
 
1.1一般財団法人日本民間公益活動連携機構の概要  

(１) 定款に定める目的  
この法人は、国民生活の安定向上及び社会福祉の増進に資する見地から、国及び地方公共団体が
対応することが困難な社会の諸課題の解決を図ることを目的として民間の団体が行う公益に資
する活動であって、これが成果を収めることにより国民一般の利益の一層の増進に資すること
となるもの(以下「民間公益活動」という。）を促進することを目的とする。  
 

(２)  定款に定める事業内容  
① 民間公益活動を行う団体に対する貸付け並びに民間公益活動を行う団体に対して助成、貸

付け又は出資を行う団体に対する助成、貸付け又は出資   
② 民間公益活動を行う団体又は民間公益活動を行おうとする団体若しくは個人に対して助言

又は派遣を行う団体に対する助成、貸付け又は出資   
③ 民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資金の活用に関する法律(以下「休眠預

金等活用法」という。) 第 8条に規定される休眠預金等交付金の受入れ   
④ 民間公益活動の促進に資するための調査及び研究   
⑤ 民間公益活動の促進に資するための啓発活動及び広報活動  
⑥ その他この法人の目的を達成するために必要な事業  

  
(３)  設立年月日  

2018年 7 月 18 日  
（2019 年 1月 11日、休眠預金等活用法による指定活用団体に指定。）  
 

(４) 主たる事務所  
東京都千代田区内幸町二丁目 2 番 3号 日比谷国際ビル 314  
電話 03-5511-2020  

  
(５) 基本財産の額（円）  

2025年 3 月 31 日現在 3,000,000  
  
 
1.2 2024年度の事業概要と休眠預金等交付金の受入れ 

(１) 事業概要 
一般財団法人日本民間公益活動連携機構（英文名 Japan Network for Public Interest Activities、
以下「JANPIA」という。）は、2019 年 1 月 11 日に休眠預金等活用法第 20 条第１項に基づき、
指定活用団体として指定され、同年 4 月 1 日より事業計画に沿って指定活用団体としての事業
を本格的に開始した。 
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2024年度においては、休眠預金等活用法と「休眠預金等交付金に係る資金の活用に関する基本
方針」（平成 30年 3月 30日内閣総理大臣決定。以下「基本方針」という。）、「2024 年度休眠預
金等交付金活用推進基本計画」（令和 6 年 3 月 25 日内閣総理大臣決定。以下「基本計画」とい
う。）に則り、2024 年 3 月 26 日に内閣総理大臣の認可を得た「2024 年度事業計画及び収支予
算（以下「事業計画等」という。）」に基づき事業を開始した。 
2024 年度は、事業計画に基づき通常枠の助成限度額を 55 億円とし、うち資金分配団体への助
成総額の目安を 52 億円、活動支援団体への助成総額の目安を 3億円とした。物価高騰及び子育
て対応支援のための枠（以下「緊急支援枠」という。）について、助成総額の目安を 35 億円とし
た。また、出資事業の出資総額の目安を 10 億円とした。 
通常枠の公募は 2回行った。なお、能登半島地震への支援ニーズを踏まえ、通常枠の「災害支援
事業」における第 1 回公募における申請締切を段階的に設け、本地震を対象とした申請事業の
締切を 4月末までとし、実行団体の事業開始が速やかに実施されるよう対応した。 
緊急支援枠の公募は 3 回行った。加えて、10 月 22 日に事業計画等の変更についての認可を受
け、緊急支援枠において、激甚災害の被災地域において、災害復興支援として真に建物の購入が
必要な場合であって、民間からの寄付や金融機関からの借入等による自己資金調達が困難と認
められるときには、現行の２割負担ルールを緩和し、自己負担割合を２割未満とすることも許容
することとし、４回目の公募を実施した。 
活動支援団体については、2023 年度に開始した公募について、審査及び採択を行うとともに、
2024年度分についても公募から採択までを適切に行った。出資事業については、2023 年度に開
始した公募について審査及び採択を適切に行うとともに、2024 年度分については、公募を開始
した。 
2024 年度末には、基本方針と「2025 年度休眠預金等交付金活用推進基本計画」（令和 7 年 3月
27 日内閣総理大臣決定。）に則り、「2025 年度事業計画及び収支予算」を策定し 3月 27 日に内
閣総理大臣の認可を得た。 
さらに、「休眠預金等活用法に基づく指定活用団体の指定について」（平成 31 年 1月 11日内閣
府）において指定の条件として付された事項に関しても引き続き的確に対応すべく業務を実施
した。 
 

(２) 休眠預金等交付金の受入れ  
休眠預金等活用法第 8条の規定により、4月 23 日に預金保険機構から交付された休眠預金等交
付金を受け入れた。  
  

休眠預金等交付金交付日  休眠預金等交付金交付額  

4 月 23 日  5,018,188,000 円   

2024 年度交付額合計  5,018,188,000 円   
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2. 管理業務 
 
2.1 組織体制 

3 月 31 日現在における組織体制は、別紙１のとおりである。 
 

2.2 役員(理事及び監事)・評議員・専門家委員・職員に関する事項 
(１) 役員（理事及び監事）に関わる事項 

3 月 31 日現在における役員は、別紙２のとおりである。 
 

(２) 評議員に関する事項 
3 月 31 日現在における評議員は、別紙３のとおりである。 

 
(３) 専門家委員に関する事項 

3 月 31 日現在における専門家委員は、別紙４及び別紙 5 のとおりである。 
 

(４) 職員に関する事項 
３月 31 日現在における職員は、以下のとおりである。 
 

常勤職員 非常勤職員 

42 名 11 名 

 
 

2.3 諸規程等に関する事項 
2024年度においては、別紙 6のうち、倫理規程、パートナー職員等就業規則、個人情報保護に関す
る基本方針を改定・施行し、新たに投資審査会規則を策定・施行した。 

 
 
2.4 会議（理事会・評議員会・専門家会議）実績 

(１) 理事会 
2024年度における理事会は、次のとおり第 66 回から第 77 回まで 12 回開催した。 
 
■第 66回理事会 
書面議決日：4 月 26 日 
議 案： 

第 1 号議案 投資審査会議 委員選任の件  
 
■第 67回理事会 
書面議決日：5 月 24 日 
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議 案： 
第 1 号議案 活動支援団体 審査会議委員選任の件 

 
■第 68回理事会 
開催日：6 月 10 日 
場 所：オンライン会議 
議 案： 

第１号議案 2023 年度事業報告及び決算の件 
第２号議案 評議員会の日時及び場所並びに評議員会の目的である事項の決定の件 
第３号議案 理事候補の選出の件 
第４号議案 各種規程の改正の件 
第５号議案 資金分配団体公募に関する審査体制および審査委員選任の件 

報 告： 
業務運営の状況全般について  
・出資事業、活動支援団体の公募状況 
・総合評価（第２回）の公表について 
・能登半島地震への対応状況 

 
■第 69回理事会 
開催日：7 月 3 日 
場 所：オンライン会議 
議 案： 

第１号議案 代表理事の選任の件 
第２号議案 専務理事の選任の件 
第３号議案 2023年度活動支援団体選定の件 
第４号議案 2024年度物価高騰及び子育て対応支援枠（緊急枠）資金分配団体選定の件 
第５号議案 資金分配団体の実行団体選定における利益相反事案に対する措置の件 

報 告： 
実行団体選定取消による助成金全額返還対応について 
 

■第 70 回理事会 
書面議決日：8 月 21 日 
議 案： 

第 1号議案 専門家会議出資部会委員選任の件 
第 2号議案 活動支援団体審査委員辞任の件 

 
■第 71 回理事会 
書面議決日：8 月 30 日 
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議 案： 
第 1号議案 事業全部停止措置とした資金分配団体の実行団体の承継先の選定について 

 
■第 72 回理事会 
開催日：9 月 18 日 
場 所：オンライン会議 
議 案： 

第１号議案 2024年度事業計画の変更について 
第２号議案 2024年度通常枠（第１回目）資金分配団体選定の件 

報 告： 
業務運営の状況全般について 

 
■第 73 回理事会 
開催日：10 月 23 日 
場 所：オンライン会議 
議 案： 

第１号議案 2023年度出資事業の資金分配団体選定の件 
第２号議案 2024年度物価高騰及び子育て対応支援枠（緊急枠）資金分配団体選定の件 
第３号議案 助成事業における審査委員追加選任の件 
第４号議案 資金分配団体における実行団体選定に関する利益相反事案における再発防止 

策の確認について 
報 告： 

（１）2024 年度監査計画について 
（２）事業運営状況について 

 
■第 74 回理事会 
書面議決日：1 月 10 日 
議 案： 

第 1号議案 資金分配団体及び構成団体によるコンソーシアム解消に伴う資金提供契約 
の合意解除について 

第 2 号議案 2024 年度 物価高騰及び子育て対応支援枠（緊急枠３次）資金分配団体選定
の件  

 
■第 75 回理事会 
書面議決日：2 月 17 日 
議 案： 

第 1号議案 2024 年度通常枠（第 2 回）資金分配団体選定の件 
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■第 76 回理事会 
開催日：2 月 27 日 
場 所：オンライン会議 
議 案： 

第１号議案 2025年度事業計画書（案）、収支予算書（案）の承認について 
第２号議案 2024年度活動支援団体の選定について 

報 告： 
（１）業務執行理事の職務の分担執行状況の報告 
（２）事業運営状況と今後の予定について 

 
■第 77 回理事会 
書面議決日：3 月 24 日 
議 案： 

第 1号議案 2025 年度事業計画書（案）、収支予算書（案）の承認について 
第２号議案 審査会議及び専門家会議の委員選任の件 
第３号議案 育児・介護休業規程の改正について 
第４号議案 運営資金の借り入れに関する件 

 
(２) 評議員会 

2024 年度における評議員会は、次のとおり第 17 回から第 18 回まで 2 回開催した。また、1 月
14 日と 17 日の 2回に分けて評議員懇話会を実施した。 

 
■第 17 回評議員会 
開催日：４月 22 日 
場 所：オンライン会議 
報 告：   

① 2024年度事業計画・収支予算について 
② 総合評価（２回目）について 
③ 今後のスケジュール（業務運営全般の状況について） 

 
■第 18 回評議員会 
開催日：6 月 25 日 
場 所：オンライン会議 
報 告： 

① 「2023 年度事業報告及び決算」について 
② 業務運営の状況全般について 
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(３) 専門家会議 
2024年度における専門家会議は、次のとおり第 17回から第 19回まで 3 回開催した。 

  
■第 17回 専門家会議 
開催日：６月 28 日 
場 所：ハイブリッド会議 
開催内容： 

① 休眠預金活用事業の概況（各担当者から事業等の報告含む） 
② 総合評価（第２回）について 

  
■第 18回 専門家会議  
開催日：12 月 23日 
場 所：ハイブリッド会議 
開催内容： 

① 休眠預金等活用事業の概況（各担当者から事業等の報告含む） 
② 総合評価等、資金分配団体 PO に求められる 10 の力について 

 
■第 19回 専門家会議 
開催日：２月 17 日 
場 所：オンライン会議 
開催内容： 

① 2025 年度事業計画案の骨子について 
 
 
 
 
 
 

 
 

２月 17 日開催 専門家会議の様子 

 
2024年度における専門家会議 出資部会は、次のとおり第 1回を開催した。 
 

■第１回 専門家会議 出資部会 
開催日：12 月 26日 
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場 所：ハイブリッド会議 
開催内容： 
① 休眠預金等活用制度および JANPIA の役割について 
② 出資事業について 

 
2.5 業務運営体制の整備 

(１) 組織体制の見直しと強化 
2023年度よりはじまった出資事業や、活動支援団体など、「５年後見直し」を受けて開始された
新たな取組をとおした休眠預金等活用事業の適正な運営のため、投資審査会議の委員選任や専門
家会議出資部会の設置、活動支援団体審査会議を新設し審査委員を選任するなど体制を整えてき
た。また、これまでの活動を踏まえ、JANPIA の目指す社会の見直しを行った。本制度におい
て、JANPIA が指定活用団体としての役割を担い、資金分配団体や実行団体等の関係者とともに
目指す世界観を共有し、広く関係者や外部に説明していくツールとして作成した。作成にあたっ
ては、外部専門家の協力を得て、意見集約の機会を得た。 

 
(２) 内部通報窓口の運用と外部機関窓口の設置 

内部通報（ヘルプライン）規程第 4 条において通報窓口としてコンプライアンス担当理事、監
事等の JANPIA内部の通報窓口に加え、外部機関の通報窓口（JANPIA の役職員専用ヘルプライ
ン）として株式会社インテグレックスによる通報窓口を設置し、不正又は不正のおそれがある場
合及びセクハラ、パワハラ等のハラスメント事案等について、匿名による通報等を可能にしてい
る。  
このほか、資金分配団体・活動支援団体及び実行団体・支援対象団体（以下「資金分配団体等」
という。）の役職員の不正行為に関し、資金分配団体等の役職員（資金分配団体等が行う事業に
直接的又は間接的に関係する者を含む）からの通報等を受け付けるための外部機関（株式会社イ
ンテグレックス）による窓口（資金分配団体等役職員専用ヘルプライン）を設置している。また
JANPIA ウェブサイトに「コンプライアンス相談・通報窓口」を設け、複数の方法での通報等を
可能としている。  
2024年度の通報等の状況について、JANPIA内部の通報窓口及び JANPIAの役職員専用ヘルプ
ラインにおける通報件数は 0件であった。資金分配団体等関係者からの内部通報は 18件であ
り、そのうちコンプライアンス相談・通報窓口への相談・通報件数は 13 件だった。通報を受け
た案件については、ヘルプライン規程及び資金提供契約書に基づき、速やかに調査を行った上
で、適正化を図る等の必要な措置を講じた。案件対応の際は、資金分配団体等へのヒアリングと
フィードバックを徹底することで、不正行為の予知把握に努めた。また、コンプライアンス委員
会にて案件対応の経過・結果の報告及び協議等を行った。 
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(３) コンプライアンス委員会の開催 
コンプライアンス規程第 6 条に則り、2024 年度は 3 回（内 1 回は、臨時開催）のコンプライアン
ス委員会を開催した。外部有識者として経営学[CSR・企業倫理等]が専門の大学教授と弁護士の
2 名を委員に含め、内部通報案件・休眠預金等活用事業における取組・事業完了後監査の状況・
2024年度事業計画等の情報を共有し、活発な議論がなされた。 
なお、2023 年度助成事業において選定された資金分配団体による実行団体の公募選定における利
益相反事案と実行団体の選定取り消しによる助成金全額返還対応が発生したことにより、臨時の
委員会を実施した。  

 
■第 14 回コンプライアンス委員会  
開催日：7 月 3 日  
場 所：オンライン会議  
議 題：コンプライアンス関連事案への対応  

① 資金分配団体の実行団体選定に関する利益相反について  
② 実行団体の選定取り消しによる助成金全額返還対応について  

  
■第 15 回コンプライアンス委員会  
開催日：9 月 25 日  
場 所：JANPIA 大会議室  
議 題：(1)臨時委員会議案の進捗状況  
    コンプライアンス関連事案への対応  

① 資金分配団体の実行団体選定に関する利益相反について  
② 実行団体の選定取り消しによる助成金全額返還対応について  

(2)内部通報事案に係る報告  
(3)コンプライアンス関連等の取組状況について  

通報区分 件数 構成比

資金分配団体のガバナンス・コンプライアンス体制に関すること 2 11.1%

実行団体のガバナンス・コンプライアンス体制に関すること​ 0 0.0%

資金分配団体のハラスメントに関すること 1 5.6%

実行団体のハラスメントに関すること 1 5.6%

資金分配団体の実行団体に対する対応等に関すること 1 5.6%

実行団体の受益者に対する対応等に関すること​ 2 11.1%

公募・採択に関すること 4 22.2%

実行団体の資金管理に関すること 7 38.9%

JANPIA職員の行動に関すること​ 0 0.0%

計 18 100.0%

（2025年3月末時点）

【通報区分別の通報件数と構成比】
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(4)資金分配団体・実行団体向けコンプライアンス施策の検討  
  

■第 16 回コンプライアンス委員会  
開催日：3 月 7 日  
場 所：JANPIA 大会議室  
議 題：(1)コンプライアンス関連等の取組状況について   

(2)内部通報事案に係る報告  
(3)休眠預金等活用事業の取組について 

 
(４) 衛生委員会の開催 

2023年度に常時 50 人以上の労働者を使用する事業場となって以降、労働安全衛生法第 18 条及
び同法施行令第 9条に基づき、毎月 1回の頻度で衛生委員会を開催している。同委員会は産業
医、JANPIA の健康管理責任者、衛生管理者の３名のほか、それと同数の委員 3 名で構成されて
いる。職員の労働環境の報告が主たる議題であり、時節に応じた産業医講話を交えながら、職員
の健康保持促進や労働災害の防止に関する取組などについて調査し議論を行った。 

 
2.6 休眠預金活用推進議員連盟との意見交換等 

2024年 9 月には、当年 1月に発災の能登半島地震の被災地支援活動にて活用されることが想定さ
れている緊急支援枠における事業設計の柔軟性を確保するために、建物を設置、取得するなどの事
業において、本来必要とされる自己資金相当額の設定割合を状況に応じて減ずるなどの措置の適用
について JANPIA から提案し、意見交換を行った。 
また、年度後半においては 2025 年度の事業計画への改定事項として、特に出資事業において休眠
預金等活用事業からの出資金に加えて民間出資者からの資金提供を促す「呼び水効果」の発現を期
待し、JANPIAはファンド型出資事業において、当該ファンドからのリターン（収益）が生じた場
合にも、出資額以上のリターンは取らず、他の共同出資者に対して出資割合に応じてリターンを配
分するという劣後出資等の制度の導入について、活発な意見交換を行った。 
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2.7 休眠預金等活用審議会との意見交換等 
民間公益活動促進業務の実施状況を監視し、内閣総理大臣に勧告する等の事務をつかさどる休眠預
金等活用審議会（以下「審議会」という。）（2024 年度は２回開催）及び審議会ワーキンググループ
（2024 年度は２回開催）に出席した。  
JANPIA の事業計画、収支予算等、制度・ルール改定事項等について活発な議論を行うとともに、会
議開催時点における休眠預金等活用事業全体を取り巻く現状や、コンプライアンス面での課題、総合
評価に関する報告等が行われ、これらを踏まえた 2024 年度事業計画等の変更（10 月認可）及び 2025
年度事業計画等の策定（3 月認可）を行った。  
なお、2025 年２月には、JANPIA が行う「2024 年度総合評価」＜3.9.1 参照＞の実施内容及び作成
の現状などを審議会及びワーキンググループメンバーとの意見交換会の機会を得た。そこでの議論
を踏まえた 2024 年度総合評価（速報版）を 3 月の審議会に提出した。 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
  

議連・審議会の協議に活用された説明資料 
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3. 事業の実施状況 
3.1 公募全体のスケジュール 

2024年度において通常枠の公募を、年度内に 2回実施した。第 1 回通常枠の災害支援事業について
は令和 6 年能登半島地震への対応に関する支援ニーズを踏まえ、公募期間中に申請締切を段階的に
設け実施した。 
緊急支援枠は、随時募集を受け付ける形で 3 回公募を実施した。その後、事業計画等の変更に伴い
激甚災害の指定による措置の適用地域において不動産（建物）への助成金充当の際の自己資金の取り
扱いが変更されたことを踏まえ、4 回目の公募を実施した。 
活動支援団体は、2023 年度に開始した公募について、審査及び採択を行い、採択団体が事業を開始
した。2024 年度についても、1 回公募を実施した。 
出資事業は、2023 年度に開始した公募について、審査及び採択を行い、2024 年度の公募は 2025 年
度にかけて実施した。 

 
 
  

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

第１回

第２回

1次

2次

3次

4次

23年度

24年度

23年度

24年度

2025年度

通常枠

緊急支援枠

活動支援

出資

公　募
2023年度 2024年度

審査公募期間

審査公募期間

審査公募期間

審査公募期間

審査公募期間

審査公募期間

審査公募
期間

公募期間 審査
結果通知

審査
結果通知

公募
期間

公募
期間

結果通知

結果通知

結果通知

結果通知

結果通知

結果通知

災害支援
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3.2 助成事業の通常枠と緊急支援枠について 
3.2.1 資金分配団体の公募と決定 

助成事業については、事業計画等に基づき次のとおり実施した。  

 
(１) 公募説明会 

通常枠については、「2024 年度 資金分配団体公募（通常枠）オンライン説明会」を実施し
た。第 1 回公募においては、4 月 12 日及び 6 月 17 日にオンライン形式で 2 回実施し、合
わせて 182 名の参加があった。第 2 回公募においては、10 月 30 日に実施し、93 名の参加
があった。  
また、緊急支援枠の説明会については 4 月 12 日の第 1 回通常枠の説明会と併せて実施し
た。  
説明会では、休眠預金等活用事業の狙いと特徴、公募要領の内容を踏まえた申請にあたっ
ての注意点を説明し、質疑応答を行った。これら公募説明会等の収録映像及び Q&A を
JANPIA のウェブサイトに公開した。 
 

(２) 個別相談会の実施 
休眠預金等活用事業に関心のある団体や申請を検討している団体等に対し、企画型助成事
業の特徴などを含めた休眠預金等活用事業の概要、また申請を検討している事業にて取り
組む課題の妥当性や具体的な事業構想のほか、プログラム・オフィサー（以下「PO」とい
う。）の役割、事業評価などの制度関連事項の説明等を実施した。＜3.7.2（2）参照＞ 

 
(３) 公募申請受付 

2024年度は、以下のとおり事業の申請を受け付けた。 
 

 
 

 
 

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

第１回

第２回

1次

2次

3次

4次

2025年度

通常枠

緊急支援枠

公　募
2023年度 2024年度

審査公募期間

審査公募期間

審査公募
期間

公募期間 審査
結果通知

審査
結果通知

公募
期間

公募
期間

結果通知

結果通知

結果通知

災害支援
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＜通常枠 申請団体・事業数＞  
申請事業（第 1 回） 申請団体数 申請事業数 公募期間 

災害支援事業 
(能登半島地震を対象に含む事業) 

0 0 3月 28 日～4 月 30 日 

草の根活動支援事業（全国ブロック）  9 9 

3月 28 日～7 月 12 日 
草の根活動支援事業（地域ブロック）  16 16 
イノベーション企画支援事業  15 15 
ソーシャルビジネス形成支援事業  19 19 
災害支援事業  11 11 

申請事業（第 2 回） 申請団体数 申請事業数 公募期間 
草の根活動支援事業（全国ブロック）  3 3 

10月 17 日～11 月 18 日 
草の根活動支援事業（地域ブロック）  13 13 
イノベーション企画支援事業  13 13 
ソーシャルビジネス形成支援事業  10 10 
災害支援事業  10 10 

総 合 計 119 119  
 

＜緊急支援枠 申請団体・事業数＞  
申請回次 申請団体数 申請事業数 公募期間 
第１次 3 3 3 月 28 日～4月 30日 
第２次 9 10 5 月 1日～8 月 16 日 
第３次 8 8 8 月 17 日～11 月 8日 
第４次 0 0 11月 22日～12月 23日 
合 計 20 21  

 
 

(４) 資金分配団体の選定審査と決定 
① 通常枠 
通常枠公募要領の選定基準等に照らし、「草の根活動支援事業（全国ブロック）、草の根活動
支援事業（地域ブロック）・災害支援事業」と「イノベーション企画支援事業・ソーシャル
ビジネス形成支援事業」の 2 つの審査会議での審議を経て、理事会において資金分配団体
及び事業の採択を決定した。通常枠第 1回公募は 14 の資金分配団体・14 の事業を採択し、
9 月 30 日に公表、通常枠第 2回公募は 14 の資金分配団体・14 の事業を採択し、2月 20 日
に公表した。採択団体名・事業名は別紙 7のとおりである。 
なお、審査会議は理事会で選任され理事長による委嘱を受けた外部専門家で構成され、2 つ
の審査会議で審査委員により審議がなされた。審査委員は別紙 8 のとおりである。審査委
員は、申請受付後に申請団体との利害関係について自己申告を行った。また、審査委員及び
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事務局が全ての申請団体の代表者等と面談し、面談内容を審査会議に報告した。採択され
た資金分配団体及び採択に至らなかった団体には、それぞれ理由を付して文書で結果を通
知した。 
  
② 緊急支援枠 
緊急支援枠公募要領の選定基準等に照らし、審査会議での審議を経て理事会において資金
分配団体を採択し、公表した。採択団体名・事業名は別紙 9 のとおりである。 
なお、審査会議は理事会で選任され理事長による委嘱を受けた外部専門家で構成された審
査委員により審議がなされた。緊急支援枠については、審査委員が審査を実施した（審査委
員は別紙 8 のとおり）。また、審査委員は、公募受付終了後、申請団体との利害関係につい
て自己申告を行った。審査委員及び事務局が全ての申請団体の代表者等と面談し、面談内
容を書面で審査会議に報告した。採択された資金分配団体及び採択に至らなかった団体に
は、それぞれ理由を付して文書で結果を通知した。 
 
＜選定基準＞  
ガバナンス・ 
コンプライアンス  

包括的支援プログラムに示す事業を公正かつ適確に遂行できる
ガバナンス・コンプライアンス体制等を備えているか  

事業の妥当性  
事業対象となる社会課題について、問題構造の把握が十分に行
われているか、また、解決したい社会課題に対して事業計画（課
題の設定、目的、事業内容）が妥当であるか 

実行可能性 業務実施体制や計画、予算が適切か  

継続性  
助成終了後の計画（支援期間、出口戦略や工程等）が具体的か
つ現実的か  

先駆性（革新性）  社会の新しい価値の創造、仕組みづくりに寄与するか  

波及効果  
事業から得られた学びが組織や地域、分野を超えて社会課題の
解決につながることが期待できるか  

連携と対話  
多様な関係者との協働、事業の準備段階から終了後までの体系
的な対話が想定されているか  

 
  



16 
 

＜通常枠 採択団体・事業数＞  
申請事業（第 1 回) 採択団体数 事業数 公表日 

災害支援事業 0 0 7 月 24 日 
草の根活動支援事業（全国ブロック）  2 2 

9 月 30 日 
草の根活動支援事業（地域ブロック）  4 4 
イノベーション企画支援事業  3 3 
ソーシャルビジネス形成支援事業  2 2 
災害支援事業  3 3 

合 計 14 14  
 

申請事業（第 2 回) 採択団体数 事業数 公表日 
草の根活動支援事業（全国ブロック）  1 1 

2 月 20 日 
草の根活動支援事業（地域ブロック）  5 5 
イノベーション企画支援事業  4 4 
ソーシャルビジネス形成支援事業  1 1 
災害支援事業  3 3 

合 計 14 14  
  

＜緊急支援枠 採択団体・事業数＞  
申請事業 採択団体数 事業数 公表日 
第１次 2 2 7 月 9日 
第２次 3 3 11月 6 日 
第３次 4 4 1 月 20 日 
第４次 0 0 1 月 17 日 
合 計 9 9  

 
 

(５) 採択に至らなかった団体へのフォロー 
採択に至らなかった事業の申請団体に対しては、団体の要望に応じてフォローアップの面
談を実施した。審査結果をフィードバックするとともに、事業や組織等の改善に資するよ
う、当該団体から提出された事業計画の課題等を共有しながら、意見交換を行った。2024
年度は 53 件の面談を行った。 
 

(６) 資金分配団体との契約締結 
通常枠及び緊急支援枠ともに、採択された資金分配団体との資金提供契約締結に先立っ
て、契約内容の確認や各種計画を精緻化し実施した。なお、面談は往訪又はオンラインに
より実施した。面談を経て、JANPIA 及び資金分配団体の双方の合意を得た内容をもって
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資金提供契約を締結した。 
 

    3.2.2 資金分配団体による助成事業の実施 
(１) 通常枠    

2024 年度は、2021 年度から 2024 年度通常枠の資金分配団体が 91 事業を実施し、実行団
体は、3 月 31 日現在 338 が選定されている（通常枠資金分配団体・実行団体選定数は別紙
7・別紙 13~15 のとおり）。   
2024年度通常枠で採択された資金分配団体において、資金支援に加えて非資金的支援も含
んだ包括的支援プログラムを策定し、実行団体の公募、審査、選定のプロセスを進めている
ことを確認した。  
2021 年度通常枠で採択された 20 の資金分配団体（21 の事業）においては、104 の実行団
体が選定され、3月 31日で事業が完了した。   

 
(２) 緊急支援枠   

2023 年度原油価格・物価高騰、子育て及び新型コロナ対応支援枠で採択された 17 の資金
分配団体（17 の事業）においては、129 の実行団体が選定され、3月 31 日で事業完了とな
る。（2023 年度原油価格・物価高騰、子育て及び新型コロナ対応支援枠資金分配団体・実行
団体選定数は別紙 16のとおり）。   
2024 年度に採択された緊急支援枠の資金分配団体（9 団体）では、最長１年の事業実施期
間とすることを踏まえた包括的支援プログラムを策定し、実行団体の公募のプロセスを進
めていることを確認した（緊急支援枠資金分配団体・実行団体選定数は別紙 9 のとおり）。
   

3.2.3 資金分配団体・実行団体の監督及び事業完了後の監査 
(１) 資金提供契約 

JANPIA と資金分配団体の間、及び資金分配団体と実行団体の間で締結する資金提供契約
において、基本方針及び業務規程に則し、活動支援団体の資金提供契約書との平仄を合わ
せる変更を行った。 
 

(２) 資金分配団体の監督 
資金分配団体において休眠預金等に係る資金が公正に活用され、事業が適正に執行される
よう監督するために必要な事項（資金分配団体からの報告聴取、立入検査及び不正があっ
た場合の選定の取消し、助成金の返還、不正の原因究明、関係者に対する厳格な処分、再発
防止策の策定と公表等を含む）について、2024年度資金分配団体の公募要領に明示すると
ともに、選定された資金分配団体との間で締結した資金提供契約にそれらの項目を規定し
た。  
資金提供契約の履行状況については、JANPIA の PO による月 1 回の面談や活動現場への
訪問の際などにおいて確認を行った。加えて、資金分配団体等役職員専用ヘルプライン等
における内部通報について実態把握に努め必要な対応を行った。＜2.5（2）参照＞   
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資金分配団体の実行団体選定に関する利益相反について、コンプライアンス委員会で議論
を行った。 
 

(３) 実行団体の監督 
資金分配団体が実行団体を監督するにあたり必要な事項（不正による助成金の返還を含む。）
が、資金分配団体が実行団体を選定する際に作成する公募要領及び資金分配団体と実行団
体との間で締結する資金提供契約に明記されることを確実にするための対応を行った。
JANPIA はその公募要領及び資金提供契約についてのひな形を作成・提供した上で、公募要
領及び資金提供契約に必要な項目が確実に盛り込まれるよう公募前研修で重要事項の説明
を行うとともに、個別に資金分配団体と JANPIAの担当 PO との間で協議し、確認した。  
実行団体における事業に関して、資金分配団体を通じて実態把握に努めるとともに必要な
対応を行い、コンプライアンス委員会への報告を行った。＜2.5（3）参照＞  
なお、実行団体による不正事案を受けて、資金分配団体と実行団体向けに事例を共有し、再
発防止のための意見交換を行った。＜3.5.3参照＞ 
 

(４) 事業完了後の監査 
JANPIA は、JANPIA と資金分配団体の間で締結した資金提供契約書に則り、資金分配団体
の休眠預金等活用事業完了後の監査（以下「事業完了時監査」という。）を行った。2024 年
度は「2020 年度通常枠（２か年事業を除く）」、及び「2022 年度新型コロナ及び原油価格・
物価高騰対応支援枠」が事業完了を迎えたことを受け、別紙 18 のとおり、34 事業の事業
監査を実施した。基本的な監査対応のほか、事業実施のプロセスや実務面での課題などを
双方で確認し、今後の事業設計や制度改善に向けた意見交換を行った。2024 年度に実施し
た事業監査に係る面談は、すべての資金分配団体の事務所等を訪問して、対面で実施した。
なお、実行団体の事業完了後の監査については、資金分配団体において適切に実施してい
ることを確認した。 
このほか 12 月 5 日、2024 年度末に事業完了を迎える資金分配団体を対象に休眠預金等活
用事業の監査の趣旨、ポイントの理解を目的に、事業完了時監査説明会を実施した。 

 
    3.2.4 情報公開の徹底 

休眠預金等が国民の資産であることから、その使い方が公平・公正であることはもとより、
「国民への説明責任」を果たすため、活用の成果を広く国民に明らかにすることが求められ
ている。そこで、資金分配団体の公募結果の公表や事業の進捗状況・評価結果、休眠預金等
交付金の使用状況等について、可能な限り幅広い情報を国民に分かりやすい形で示すため、
2024年度は以下のような取組を行った。 

 
 2024 年度においても引き続き、選定結果・申請時提出資料を公開することについて

申請団体の同意を得るため、「情報公開同意書」を公募時の申請書類とした。  
 選定結果や申請時提出資料の公開については、申請団体の権利その他正当な利益を



19 
 

損なわないよう配慮しながら、必要な書類については事前に申請団体に確認を行い
公開した。  

 資金分配団体が実行団体の公募を行うに際し、申請を受けた団体の情報を公募終了
時に資金分配団体のウェブサイト上で公表すること、選定した実行団体の情報を選
定結果の公表時に資金分配団体のウェブサイト上で公表することを、JANPIA と資
金分配団体の間の資金提供契約に定め、それらの公表が適切に行われていることを
確認し、公表内容が不十分な場合には、その内容を資金分配団体に通知し改善を促
した。  

 資金分配団体や実行団体における事業の進捗状況や評価結果、休眠預金等交付金の
使用状況等について、2023 年度から開設した「休眠預金活用事業 情報公開サイト」
を利用して国民に分かりやすい形で示すように改善した。＜3.8.4（1）参照＞ 
 

3.3 活動支援団体について 
活動支援団体については、事業計画に基づき次のとおり実施した。 

 
 
3.3.1. 活動支援団体の公募と決定 

(１) 公募説明会 
2024年度公募について、11月 8 日に「2024年度 活動支援団体公募説明会」をオンライ
ンで実施し、83 名の参加があった。 
説明会では、2024年度公募概要の説明に加えて、2023 年度活動支援団体 4団体の参加の
もと、どのような課題感をもとに活動支援プログラムを企画立案したのか、それぞれの事
業で目指す担い手育成等について、トークセッションを行い、創設間もない制度である活
動支援団体について理解を促す機会とした。 

2024年度 公募説明会の様子  

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

23年度

24年度

活動支援

公　募
2023年度 2024年度 2025年度

審査公募期間

審査公募期間

結果通知

結果通知
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(２) 個別相談会の実施 
活動支援団体への申請を検討している団体等に対し、制度創設の背景などを含めた休眠預
金等活用事業の概要、また通常枠との違いや活動支援団体と支援対象団体との関係性や役
割、事業評価などの制度関連事項の説明等を実施した。 
 

(３) 公募申請受付 
2023年度活動支援団体の公募を 4月 12日に、2024 年度活動支援団体の公募を 12 月 23 日
に締め切り、以下のとおり事業の申請を受け付けた。 
＜活動支援団体 申請団体・事業数＞   

申請事業（2023 年度）  申請団体数  申請事業数  公募期間  
資金支援の担い手 育成  3  3  

1 月 31 日～ 
4 月 12 日  

民間公益活動を実施する担い手 
育成   

27 27 

合 計  30  30    
   

申請事業（2024 年度）  申請団体数  申請事業数  公募期間  
資金支援の担い手 育成  4  4  

10 月 25日～ 
12 月 23日  

民間公益活動を実施する担い手 
育成   

23 23 

合 計  27  27    
 

(４) 活動支援団体の選定審査と決定 
公募要領の選定基準等に照らし、審査会議での審議を経て、理事会において活動支援団体
及び事業の採択を決定した。2023 年度公募は 4 の活動支援団体・4 の事業を採択し、7 月
19 日に公表、2024 年度公募は 3 の活動支援団体・3の事業を採択し、3月 7日に公表した。
採択団体名・事業名は別紙 10・11 のとおりである。  
なお、審査会議では、理事会で選任され理事長による委嘱を受けた外部専門家で構成され
た審査委員により審議がなされた。審査委員は別紙 8 のとおりである。審査委員は、申請
受付後に申請団体との利害関係について自己申告を行った。また、審査委員及び事務局が
行った申請団体との面談について、内容を審査会議に報告した。採択された活動支援団体
及び採択に至らなかった団体には、それぞれ理由を付して文書で結果を通知した。 
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＜選定基準（2024年度）＞  

 

ガバナンス・ 
コンプライアンス   

活動支援プログラムを公正かつ適確に遂行できるガバナンス・
コンプライアンス体制等を備えているか   

事業の妥当性   支援対象団体が抱える課題について、問題構造の把握が十分に
行われているか、また、課題解決と担い手育成に対して事業計画
（課題の設定、目的、事業内容）が妥当であるか   

実行可能性   支援分野の専門性、伴走支援等の非資金的支援の実績を有して
いるか、適切な支援のための組織診断等の見立てや支援内容組
み立ての能力があるか、業務実施体制や計画、予算が適切か   

継続性   活動支援プログラムが、支援対象団体に提供する非資金的支援
による効果や仕組みが助成期間終了後も継続することを考慮し
たものになっているか   

事業の公正性  支援対象団体の選定や活動支援プログラムの実施プロセスが公
正か、支援対象団体が置かれた状況（組織規模や活動地域、活動
分野等）に寄り添って適切に支援を実施できるか  

先駆性（革新性）   社会の新しい価値の創造、仕組みづくりに寄与するか   

波及効果   活動支援プログラムの成果や得られた学びが、支援対象団体に
のみ還元されるのではなく、組織や地域、分野を超えて社会に還
元され、社会課題の解決につながることが期待できるか   

連携と対話   多様な関係者との協働、事業の準備段階から終了後までの体系
的な対話が想定されているか   

 
＜活動支援団体 採択団体・事業数＞   

申請事業（2023 年度) 採択団体数  事業数  公表日  
資金支援の担い手 育成 1  1  

7 月 19 日  
民間公益活動を実施する担い手 育成  3  3  

合 計 4  4    
  

申請事業（2024 年度)  採択団体数  事業数  公表日  
資金支援の担い手 育成  0  0  

3 月 7日  
民間公益活動を実施する担い手 育成   3  3  

合 計  3  3    
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(５) 採択に至らなかった団体へのフォロー 
採択に至らなかった事業の申請団体に対しては、団体の要望に応じてフォローアップの面
談を実施した。申請状況や採択となった事業の概要や評価された点、審査会議での議論の
ポイントを説明するとともに、個別の審査結果をフィードバックし、活動支援プログラム
等の改善に資するよう意見交換を行った。2023 年度公募は 15 件、2024年度公募は 5 件の
面談を行った。 
 

(６) 活動支援団体との契約締結 
採択された活動支援団体との資金提供契約締結に先立って、面談等を実施し、契約内容の
確認や各種計画を精緻化し、JANPIA 及び活動支援団体の双方の合意を得た内容をもって
資金提供契約を締結した。 

 
3.3.2 活動支援団体による活動支援プログラムの実施 

2024 年度は、2023 年度公募の活動支援団体が事業を開始し、支援対象団体は、3 月 31 日現在
18 が選定されている（活動支援団体・支援対象団体選定数は別紙 10・別紙 11 のとおり）。   
活動支援団体の活動支援プログラムの実施にあたり、活動支援団体同士の情報交換と業務改善
に向けた JANPIA との意見交換を行う「活動支援団体意見交換会」を設けた。2024 年度は、10
月 4 日に活動支援プログラムの内容と支援対象団体の公募をテーマに、2 月 7 日に支援対象団
体との関係構築や支援計画策定等をテーマに実施した。また、JANPIA による資金分配団体や実
行団体向け研修内容の共有を通じて、活動支援団体と JANPIA とが協力して担い手育成を行う
ことを確認した。 
 

3.3.3 活動支援団体の監督 
(１) 資金提供契約 

2023年度の制度創設時に作成した資金提供契約（ひな形）を用い、2023年度及び 2024 年
度に採択された活動支援団体と資金提供契約を締結した。 
 

(２) 活動支援団体の監督 
活動支援団体において休眠預金等に係る資金が公正に活用され、事業が適正に執行される
よう監督するために必要な事項（活動支援団体からの報告聴取、立入検査及び不正があっ
た場合の選定の取消し、助成金の返還、不正の原因究明、関係者に対する厳格な処分、再発
防止策の策定と公表等を含む）について、2023 年度及び 2024 年度活動支援団体の公募要
領に明示するとともに、選定された活動支援団体との間で締結した資金提供契約にそれら
の項目を規定した。  
資金提供契約の履行状況については、JANPIA の担当者による月 1 回の面談や活動現場へ
の訪問の際などにおいて確認を行った。加えて、資金分配団体・活動支援団体等の役職員等
専用ヘルプライン等における内部通報について周知を行った。   
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3.3.4 情報公開の徹底 
資金分配団体と同様に、休眠預金等が国民の資産であることから、その使い方が公平・公正であ
ることはもとより、「国民への説明責任」を果たすため、活用の成果を広く国民に明らかにする
ことが求められている。そこで、活動支援団体の公募結果の公表や事業の進捗状況・評価結果、
休眠預金等交付金の使用状況等について、可能な限り幅広い情報を国民に分かりやすい形で示
すため、2024年度は以下のような取組を行った。 
 
 2024年度においても引き続き、選定結果・申請時提出資料を公開することについて申請団

体の同意を得るため、「情報公開同意書」を公募時の申請書類とした。  
 選定結果や申請時提出資料の公開については、申請団体の権利その他正当な利益を損なわ

ないよう配慮しながら、必要な書類については事前に申請団体に確認を行い公開した。  
 活動支援団体が支援対象団体の公募を行うに際し、申請を受けた団体の情報を公募終了時

に活動支援団体のウェブサイト上で公表すること、選定した支援対象団体の情報を選定結
果の公表時に活動支援団体のウェブサイト上で公表することを、JANPIA と活動支援団体
の間の資金提供契約に定め、それらの公表が適切に行われていることを確認し、公表内容
が不十分な場合には、その内容を活動支援団体に通知し改善を促した。  

 活動支援団体や支援対象団体における事業の進捗状況や評価結果、休眠預金等交付金の使
用状況等について、2023年度から開設した「休眠預金活用事業 情報公開サイト」を利用し
て公表した。＜3.8.4(1)参照＞ 

 
3.4 出資事業について 

2024年度において JANPIA が休眠預金等活用法に基づき行った民間公益活動促進業務のうち、出資
事業については、事業計画等に沿って次のとおり実施した。  
本年は 5 年後の見直しの法改正のタイミングにより、図のとおり、2023 年度公募、及び 2024 年度
公募の２つが実施された。 

 
 
2023 年度に公募を開始した事業（公募期間は、2024 年 1 月 31 日～5 月 10 日）は、2024 年度内で
公募、審査、選定等を実施した。  
あわせて「2024年度休眠預金等活用法に基づく資金分配団体の公募」については、年度内に 1回の
公募を実施した（公募期間は、11 月 19 日～3月 31 日）。 

 
 
 

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

23年度

24年度

出資

公　募
2023年度 2024年度 2025年度

審査公募期間

審査公募期間
結果通知
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3.4.1 資金分配団体の公募と決定 
(１) 公募説明会 

2024年度の公募実施に伴い、「2024 年度 資金分配団体<出資事業>公募説明会」を実施し
た。説明会は、11 月 27日ハイブリッド形式（会場参加とオンライン参加）を実施し、合
わせて 81 社の参加があった。 
説明会では、休眠預金等活用事業の狙いと特徴、公募要領の内容を踏まえた申請にあたっ
ての注意点を説明し、また 2023年度公募の審査委員にも協力いただき、インパクト評価
に関する説明等も行った上で、質疑応答を行った。また、これら公募説明会等の収録映像
及びQ&Aを JANPIA のウェブサイトに公開した。 

 
  
 

（２）社会的インパクト評価勉強会の実施 
審査委員でもある須藤委員を講師に迎え、2024 年度の申請検討者向けに社会的インパクト
評価に関する勉強会を実施した。 
2023年度の申請検討者の中には、社会的インパクト評価の計画策定や体制整備への不安を
理由に申請を見送った団体があったほか、実際の申請者間でも理解度に大きな差が見られ
たことを受け、新たな取組として企画・開催したものである。 
勉強会は 2025 年 2 月 4 日に対面形式で行い、28 の企業・団体から合計 47 名が参加した。 
内容としては、社会的インパクト評価マネジメントプロセスの全体像や測定・評価の基本
的な考え方、申請にあたっての社会的インパクト戦略と出資戦略の関係性について、講義
形式と一部ワークショップ形式で構成した。 
結果として、2024 年度申請者の多くが本勉強会に参加しており、参加者からは「申請に向
けた考えを深めることができた」「組織内の体制整備の検討に役立った」といった前向きな
声が寄せられた。 
本取組は好評であったことから、2025年度も引き続き実施を予定している。 

 

11 月 27 日開催 公募説明会の様子 
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(３) 個別相談会の実施 
休眠預金等活用事業に関心のある団体や申請を検討している団体等に対し、休眠預金等活
用事業における社会的インパクト投資の特徴などを説明した。また申請を具体的に検討し
ている事業には、課題領域の妥当性や具体的な投資戦略、組織基盤・チーム体制、評価、モ
ニタリングなど、公募要領の補足や制度関連事項の説明等を実施した。 

 
(４) 2024年度公募における取組 

2024年度公募を開始する際、2023 年度公募での振り返りを踏まえ、より事業趣旨を明確に
伝えるための変更を行った。具体的には、2023年度の公募後に質問や問い合わせ等があっ
た項目などを盛り込み、公募要領をより分かりやすく記載した。加えて、2023 年度公募で
は「優先的に解決すべき社会の諸課題」以外にも取り組むとする提案や公募要領に沿って
いない提案が複数あったため、提案内容が公募要領に沿った内容かを事前に事務局で確認
し、より質の高い提案内容となるようフィードバックを行う「事前エントリー」の方式を新
たに導入した。 

 
(５) 公募申請受付 

2023年度公募、及び 2024 年度公募は、以下のとおり事業の申請を受け付けた。 
 
＜2023 年度公募 申請事業数＞  

申請事業年度  申請  
事業数  

内訳  
ファンド型 法人出資型 

2023年度公募 13  11  2 

 
 
 
 

2 月 4 日開催 勉強会の様子 
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＜2024 年度公募 申請事業数＞  

申請事業年度  事前エントリー数  申請  
事業数  

内訳  
ファンド型  法人出資

型  
2024年度公募  13  ６  5  １  

※事前エントリー：2024 年度公募から始めた取組。申請前に提案内容が公募主旨に沿っ
て合致しているか等を申請予定者と JANPIAで確認する、申請の約 1 か月前に行うもの。 

 
(６) 資金分配団体の選定審査と決定 

 2023年度公募 
公募要領の選定基準等に照らし、新設された出資事業における投資審査会議での審議
を経て、理事会において資金分配団体及び事業の採択を決定した。２事業を採択し、
11 月 8 日に公表した。採択団体名・事業名は別紙 12のとおりである。  
なお、審査会議は理事会で選任され理事長による委嘱を受けた外部専門家で構成され
た投資審査会議で審査委員により審議がなされた。審査委員は別紙 8のとおりである。
審査委員は、申請受付後に申請団体との利害関係について自己申告を行った。また、
審査委員及び事務局が全ての申請団体の代表者等と面談し、面談内容を投資審査会議
にて報告した。加えて、審査会議では、第三者の専門機関によるデュー・デリジェン
ス（財務、法務、社会的インパクトの評価・管理等を含めて総合的に適正調査）を実施
した報告資料と、申請団体からの資料を基に議論された。これに関しては、審査委員
からも「審査の参考資料として非常に有益であった」との意見が寄せられている。 
採択された資金分配団体及び採択に至らなかった団体には、それぞれ理由を付して文
書で結果を通知した。 
 

 2024年度公募 
2024年度公募の審査については、2025年度内で審査、選定等を実施する予定である。    
 
＜選定基準＞   
１．ガバナンス・ 
コンプライアンス  

・提案されている出資事業を公正かつ適確に遂行できるガ
バナンス・コンプライアンス体制等を備えているか  

・利益相反を防止するための体制を備えているか  
・ハラスメント等の防止策がされているか  
・必要な規程類が整備されているか（もしくは整備できる
準備ができている）  

２．経営の健全性  ・提案されている出資事業を、安定的に運用することが可能
な経営基盤を整えているか(もしくは整えられる予定が明
確であるか)  
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３．出資戦略・計画  ・対象とする社会課題は、深さや広さ、領域自体の困難さ等
の観点から重要性の高いものを対象としているか  
・上記課題を解決するために、手法・期間・エグジット等の
一貫性ある出資戦略が提案されているか  
・費用・報酬等が出資戦略を実行する上で適切な水準に設定
されているか  
・十分な共同出資額を集めることができているか  

４．出資プロセス  ・案件発掘：出資戦略に沿って、社会的インパクトを生み出
す案件発掘のプロセスが構築されているか、既に具体的な
目途が立っているか  
・出資案件評価：案件評価において、社会的インパクト及び
企業価値の両面から評価するプロセスが確立されている
か  
・投資委員会：出資の意思決定において、社会的インパクト
が明確な判断基準の 1つに位置付けられているか  
・伴走支援：社会的インパクト実現と企業価値向上の両面で
適切な伴走支援が計画されているか  
・エグジット戦略：実行可能性があり、IPO だけに依らない
多様なエグジット戦略が構築されているか  

５．社会的インパク
トの評価・管理  

・資金分配団体の社会的インパクトについて、一貫した手法
に基づき測定され、運営に活かす仕組みが構築されている
か  
・実行団体の社会的インパクトについて、一貫した手法に基
づき測定、もしくは測定を支援する仕組みが構築されてい
るか  
・ネガティブインパクトを把握し、対応する仕組みを構築し
ているか（構築しようとしているか）  
・社会的インパクト評価の内容をまとめ、投資家や対外的に
報告する仕組みや体制が構築されているか  

６．連携と対話  ・JANPIA をはじめ、多様な関係者（社会課題に関連する関
係者）との協働、事業の準備段階から終了後までの体系的
な対話が想定されているか  

７．チームの実績・
体制  

・出資に関する十分な実績（事業成長の伴走支援も含む）が
あり、制度の求める実績を出せる可能性を見込むことがで
きるか  
・対象とする社会課題に関する知識・経験を十分に有してい
るか、事業遂行に必要なネットワークを十分に有している
か  
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・異なる経験、視点を持つメンバーで構成されているか  
・チームが事業の成功に十分コミットしており、メンバーの
工数も確保ができているか、メンバーの役割分担が明確か
つ適切か  
・対象とする社会課題に対して何らかのアクションを既に
起こしている等、社会課題解決や社会的インパクト創出に
向けた強い意思を持っていることが確認できるか  

８．出資の波及効果  ・地域・他分野でも転用可能な、新たなスキームを考案して
いるか  
・JANPIA が出資することによる追加性が大きいか（当該分
野に対する出資がはじめて等）  

 
＜採択事業数＞  

申請事業 事業数 公表日 
2023年度公募 2 11月 8 日 

合 計 2   
 

 
(７) 採択に至らなかった団体へのフォロー 

採択に至らなかった事業の申請団体に対しては、団体の要望に応じてフォローアップの面
談を実施した。審査結果をフィードバックするとともに、事業や組織等の改善に資するよ
う、当該団体から提出された事業計画の課題等を共有しながら、意見交換を行った。2023
年度申請事業者では全申請者（11 事業）に対して面談を行った。 
 

(８) 資金分配団体との契約締結 
採択された資金分配団体との資金提供契約締結に先立って、契約内容の確認や各種計画を
精緻化した。なお、面談は往訪やオンライン等により実施した。面談を経て、JANPIA 及び
資金分配団体の双方の合意を得た内容をもって資金提供契約を締結した。 

 
3.4.2 資金分配団体による出資事業の実施 

2024年度の進捗については、2023 年度の資金分配団体である２団体において 11 月の採択通知
後、ファンド組成の契約手続き、および届け出等の準備を進め、株式会社 QR インベストメン
トおよび株式会社ソーシャル・エックスによる共同 GP(共同運営者/無限責任組合員)として採
択された団体においては、LP（有限責任組合員）である株式会社北國銀行とともに、「ソーシャ
ル X インパクトファンド」として 2023 年 3 月に設立された。 
ファンドの概要についてはWEB 等でも公開されている。現在は投資先選定中である。 
もう１つの採択団体であるプラスソーシャルインベストメント（無限責任組合員）の事業につい
ても、ファンド組成の準備・契約手続き等が整い次第、設立する予定となっている。 
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3.4.3 資金分配団体の監督 

(１) 資金提供契約 
JANPIA と資金分配団体の間で締結する資金提供契約において、休眠預金等活用法の５年
後見直しの対応方針、基本方針、基本計画及び業務規程に則し、出資事業の契約書を作成し
た。2024 年度事業における資金提供契約案（ひな形）を公開するとともに、経済産業省が
公開している「投資事業有限責任組合契約（例）及びその解説」（平成 30 年 3 月作成）と
の相違点を示した「参考用：経済産業省契約（例）との差分比較版」も併せて掲載し、申請
時点での確認を容易にした。 

 
(２) 資金分配団体の監督 

資金分配団体において休眠預金等に係る資金が公正に活用され、事業が適正に執行される
よう監督するために必要な事項（資金分配団体からの報告聴取、立入検査及び不正があっ
た場合の選定の取消し、出資金の返還、不正の原因究明、関係者に対する厳格な処分、再発
防止策の策定と公表等を含む）について公募要領に明示するとともに、2023 年度公募で選
定された資金分配団体との間で締結した資金提供契約にそれらの項目を規定した。   

 
3.4.4 情報公開の徹底 

休眠預金等が国民の資産であることから、その使い方が公平・公正であることはもとより、「国
民への説明責任」を果たすため、活用の成果を広く国民に明らかにすることが求められている。
出資事業における情報公開では、JANPIA以外の出資者の存在に留意しつつ、資金分配団体と実
行団体が制度の活用に応じるためのルールを検討している。出資事業について可能な限り幅広
い情報を国民に分かりやすい形で示すため、2023 年度公募では以下のような取組を行った。 

 出資事業の初回公募に伴い、公募要領の作成、公開、説明会及び個別相談を実施した。  
 資金分配団体の採択結果及び投資審査会議議事録概要を公開した。  
 採択後の資金分配団体及び実行団体に対し、事業の実施において公表及び提出を求め

る資料の概要を検討、整理した。 
 

3.5 JANPIA による基盤強化支援 
休眠預金等活用制度では、民間公益活動を支える担い手の育成・自立化及び事業の持続化のための出
口戦略が重視されている。前年に引き続き、2024 年度は PO の研修や企業連携、資金調達のための
研修など、資金分配団体に対する様々な基盤強化支援を実施した。 

 
3.5.1 プログラム・オフィサー人材育成 

(１) PO 研修の実績 
PO 研修は通常枠において PO 関連経費の助成対象となる PO に受講を義務付けており、休
眠預金等活用事業の業務を遂行する上で必要となる学びを提供するため採択年度ごとに実
施している。  
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主な研修内容は伴走支援（実行団体公募、伴走支援、出口戦略など）と評価（事前・中間・
事後評価計画／報告）で構成されており、特に資金分配団体・実行団体の適切な評価実施の
ため、初回となる公募前の PO 研修では初任 PO・担当者向けプログラムとして休眠預金等
活用事業における社会的インパクト評価に関する基礎的な用語の説明や質疑応答を行い、
全般的な評価理解の向上に努めた。 
本年は通常枠で採択された 2021年度から 2024 年度事業までの 4 か年度分、及び、緊急枠
で採択された 2023年度事業の PO に対して以下の通り PO 研修を実施した。 
 

2024年度中に実施した PO 研修（必修）参加者人数  

研修名 実施日 参加人数 

2021年度通常枠 PO 研修 
（事後評価報告） 

2024年 8 月 9日  44 

2022年度通常枠 PO 研修 
（中間評価・出口戦略） 

2024年 6 月 25 日  54 

2022年度通常枠 PO 研修 
（事後評価計画・出口戦略） 

2025年 3 月 4日・5 日  48 

2023年度通常枠第 2回、緊急枠 4
次・5 次 PO 研修（公募前） 

2024年 4 月 18 日  26 

2023年度通常枠 PO 研修 
（伴走支援・事前評価検証） 

2024年 9 月 18 日  37 

2024年度通常枠第 1回 PO 研修
（公募前） 

2024年 10月 23日・24日  38 

  

  延べ人数   247 

 
 
(２) 休眠預金等活用制度における PO についてのアンケートの実施 

昨年度の「PO 研修のカリキュラム改定」及び「第 2 回総合評価」を通じて創出された「休
眠預金等活用制度における PO に求められる 10 の力」を発展させる形で、資金分配団体
PO として求められるそれぞれの能力について、2024 年 12 月に資金分配団体の PO 業務
担当者に対してWebアンケートを実施した。  
本調査は休眠預金等活用事業に携わる PO の状況・変化を毎年定点的に捉え、その結果を 
「総合評価」における社会課題解決の担い手の育成状況の検証材料の一つにするとともに、
指定活用団体として研修や伴走支援内容の見直し等の事業改善に活用することを目的とし
ている。調査内容の「PO に求められる 10 の力」及び各チェック項目は、昨年度公開の第
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2 回総合評価に掲載した「資金分配団体に求められる役割と機能 「3 つの姿勢と 10 の力」
に関する再整理」（「第 2回総合評価」P.19）を踏まえて作成した。 

 
＜概要＞ 

調査名   「休眠預金活用制度における PO についてのアンケート」 
実施期間  2024年 12月 6 日～2025年 1月 6 日 
実施方法 Webアンケートによる自己評価 

調査対象者 
2020 年度、2021 年度、2022 年度、2023 年度通常枠、2024 年度通常枠第
1 回及び、2023 年度緊急枠の資金分配団体、2023 年度活動支援団体のプロ
グラム・オフィサー 283名 

有効回答数 117 名（回収率 41％） 
※事業実施中かつ PO 関連経費として人件費を計上している資金分配団体 PO を対象とした。   

 
調査結果からは、PO 経験年数が 3年を超えるとそれぞれの力が高まっており、特に、「①
課題発見力」、「②プログラム開発力」、「④伴走支援力」、「⑤組織基盤力」が大きく向上して
いることが分かった。一方で、「⑨評価分析活用力」や「⑩社会資源開拓力」は他と比較し
て達成状況が低いことも明らかになり、評価や資源調達、出口戦略設計についての伴走支
援の困難さが理解できた。JANPIA としても今後の PO 研修や伴走支援においてより効果
的なサポートができるよう改善に努めていくこととした。 
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(３) その他研修・勉強会の実績 

① PO コーチングスキル研修（スタンダードコース、アドバンスコース） 
PO をはじめとした資金分配団体で休眠預金等活用事業に携わる希望者を対象に全 8
回の連続講座を実施し、実行団体の伴走支援に効果的なコミュニケーションの手法や
組織を円滑に運営するためのノウハウ、参加者同士の継続的なグループワークを通じ
たピアラーニングの機会を提供した。  
さらに、今年度は過去に JANPIA 主催の PO コーチングスキル研修を受講した方を対
象に全 8 回の連続講座としてアドバンスコースを実施した。このコースではこれまで
の研修で学んだコーチングスキルの振り返りと深掘りをするとともに、参加者が自身
の伴走支援事例を講義中に共有して講師や他の参加者からコーチングを受ける等、よ
り実践的・双方向的な内容を実施した。スタンダードコースでは 22 の資金分配団体か
ら 32 名、アドバンスコースでは 20 の資金分配団体から 24 名が参加した。 
 

② ファンドレイジング研修 
事業終了後も持続的に活動を実施していくためには、経営資源の確保が不可欠であり、
中でも資金調達は重要な課題である。 
そこで 2024 年度は、ファンドレイジング研修を通じて、各団体が自組織の経営資源を
整理し、それを踏まえた資金調達の方法を検討できるよう支援することを目的に、資
金分配団体・活動支援団体・実行団体を対象に、資金調達スキルの向上を図るオンラ
イン研修を 2回実施した。 また、研修の録画を行い、採択後の団体も随時視聴可能と
することで、参加時期に関わらず学びの機会を得られるよう工夫した。  
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第 1回ファンドレイジング研修（経営資源全体像の把握） 
開催日  3 月 10 日  
場所  オンライン 
研修内容  ・6つの経営資源について   

・自組織の経営資源の整理  
・これから必要な経営資源の整理 

参加人数  71名  
第２回ファンドレイジング研修（ファンドレイジングの基本）    
開催日  3 月 17 日  
場所  オンライン  
会議研修内容  ・ファンドレイジングの種類・財源の特徴  

・団体の成長と財源の関係性 
・ビジョン・ミッションの確認 
・10 年後のビジョンを描く  

参加人数  72名  
 
 

3.5.2 「休眠預金活用事業 PO ギャザリング 2024」の開催 
全国各地で社会課題の解決に取り組む資金分配団体の PO をはじめとする関係者間の連携体制
の構築を目的として、対面での交流の場として「休眠預金活用事業 PO ギャザリング 2024」を、
12 月 17日に開催した。  
本イベントでは、それぞれの事業を通じて得た知見や経験を共有し合い、相互に学び合うセッシ
ョンや交流企画を実施した。参加者が日頃感じている課題や悩みを率直に語り合い、社会課題に
向き合う「仲間」としての連携体制が形成された。  
当日は約 140 名が会場に集まり、活発な対話と学び合いが行われる有意義な機会となった。 
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12 月 17日開催 休眠預金活用事業 PO ギャザリング 2024 の様子 

 
3.5.3 ガバナンス・コンプライアンス研修 

資金分配団体・活動支援団体・実行団体を対象に、事業の適切な実施を促進することを目的とし
て、ガバナンス・コンプライアンス研修をオンラインで 2 回開催した。組織基盤整備の考え方
や基盤強化の必要性（11月 28 日実施）、リスクマネジメント（1月 21 日実施）について、専門
家を講師に迎え事例を交えて解説をいただき、延べ約 450 名が参加した。   
資金分配団体・活動支援団体を対象に、制度の適正な運営・管理に向けて、コンプライアンス事
案の共有と再発防止に関する意見交換の場を設けた（9月 11 日実施）。当日は 75 名がオンライ
ンで参加した。 
 

3.5.4 企業との連携 
(１) 人的支援 

企業が持つヒト、モノ、カネ、情報の各リソースを資金分配団体等に提供するためのマッチ
ング支援に加え、人的資本経営を推進する企業のニーズにも応えるべく活動の幅を拡げた。
ヒト（企業人）のボランティアやプロボノ（専門性を活かしたボランティア活動）といった
顔の見える関係を起点とする、包括的で持続的な企業連携への取組を、企業の人的資本経
営への活用促進に繋げることを狙いとした。企業との連携を推進するにあたっては、休眠
預金を活用する団体に対する定期的なニーズ調査やイベント後のアンケートをもとに、次
なるイベント企画や個別ニーズのマッチングを実施している。2022年度からの取組として、
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企業間のコミュニケーションの触媒となることを意識して活動してきた結果、複数企業が
連携する形での定期的な交流の仕組みが生まれている。   
JANPIA の仲介により実現した 2024 年度の「企業と資金分配団体・実行団体の連携」の実
績は、以下のとおりである。  

 
支援内容  件数  連携企業数  

人的支援（ボランティア・プロ
ボノ支援）    

38 件  34 社  

物的支援   
（うち都度の物的支援）   
（うち継続的な物的支援）    

183 件  
（162 件）  
（21 件）   

11社  
（8社）  
（3社）  

寄付などの支援   4 件  3 社  
その他（情報、ネットワーク等） 26件  21社  

合計  251 件  69社  
 

(２) 物的支援 
資金分配団体等への支援を希望する企業に対して個別に物的支援のコーディネートを行う
一方で、イベント等を通して団体と企業の双方にマッチングの機会や情報提供を行った。 
 

(３) 寄付などの仲介 
2024年度は 3 社から 4団体への寄付を仲介した。    
 

(４) マッチングイベント・セミナー等による支援 
① SDGs への貢献につなげる九州マッチング会成果報告会  

7 月 17 日に、SDGsへの貢献につなげる九州マッチング会（2023 年 11月 22 日実施）
の成果報告会を開催し、企業・資金分配団体・メディア等から 150 名の申込みがあっ
た。成果報告会では、連携が実現した案件の企業及び団体の関係者が登壇し、連携の成
果を紹介した。 

 
② 実行団体向け関西マッチング会事前オリエンテーション   

10 月 2 日に NPO 法人ミラツクと連携し、関西マッチング会に参加する 20 の実行団
体を対象としたセミナーを開催した。本セミナーは、関西マッチング会に参加する実
行団体と企業とのマッチングを円滑に実現することを目指し、参加団体へのプレゼン
テーション資料の作成支援等を実施した。   
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③ 企業向け関西マッチング会事前オリエンテーション   
11 月 6 日に、NPO 法人ミラツクと連携し、関西マッチング会に参加する企業を対象
としたセミナーを開催し、25 社が参加した。本セミナーは、関西マッチング会に参加
する実行団体と企業とのマッチングを円滑に実現することを目指し、企業からNPO と
の連携事例の紹介や NPO 等との連携のポイントについて情報の提供を行った。   

 
④ SDGs への貢献につなげる関西マッチング会   

②～③を受け、11 月 14 日に公益社団法人関西経済連合会との共催で、企業と実行団
体とのマッチング会を大阪にて対面で開催した。関西エリアで休眠預金等活用事業を
進める 20 の実行団体とそのパートナーである 15 の資金分配団体、及び地元を中心と
する企業 31 社の参加があった（経済産業省近畿経済産業局、一般社団法人日本経済団
体連合会、一般社団法人関西経済同友会による後援）。 

  
 
 
 
 

 
 
 

       11 月 14日開催 SDGs への貢献につなげる関西マッチング会の様子 
 

(５) 一般社団法人日本経済団体連合会との連携 
11 月には、一般社団法人日本経済団体連合会（以下「経団連」という。）の「消費者政策委
員会企画部会」にて、休眠預金等活用制度及び食品ロス削減につながる資金分配団体等に
よる事例の報告を行った。1月には「経団連インパクト投融資ワーキンググループ」にて休
眠預金等活用制度に基づく出資事業について報告を行い、インパクト投資分野での企業や
金融機関との連携の可能性について意見交換を実施した。  
 

(６) 「企業連携に関するニーズ・実態調査」の実施 
資金分配団体等のボランティア・プロボノによる支援ニーズの把握や経団連の会員企業等
への紹介を目的に、本年度も資金分配団体・実行団体を対象とした「企業連携に関するニー
ズ・実態調査」（調査期間：1 月 14 日～1 月 31 日）を実施した。調査の結果、回答があっ
た 105 の資金分配団体等のうち、9 割が企業との連携・協働に高い関心を示した。また、具
体的な連携ニーズとして、「活動資金の提供」「活動を広げるためのネットワーキング」に続
き、「事業面（新規・既存を問わず）での連携」「継続的な協働・連携」が多く選択されてお
り、協業への関心の高さが確認された。 
 



37 
 

(７) 企業連携がもたらす新たなパートナーシップ 
JANPIA によるマッチングで行われた連携がきっかけとなり、団体の活動の核心に関わる
連携が新たに始まるケースも見られた。最初は物品寄贈といった一過性の関わりだったも
のが、企業側の理解や関心とともに、団体の事業内容や課題解決に直結する形での協働が
生まれている。  

 
  3.6 評価実施に向けた支援・研修等 

実行団体、資金分配団体が実施する自己評価について、事業の特性等に応じた評価の実施と、自己評
価の客観性・妥当性を担保するための支援として、2024 年度は以下の点について取り組んだ。 
 
3.6.1 JANPIAが提供する様式等の改訂 

JANPIA が提供している評価関連様式について、当該様式を使用した団体の報告内容や日頃の
問い合わせを踏まえ、適宜見直し・改訂を行った。改訂した様式については、休眠預金活用プラ
ットフォーム・マイページにて公開するとともに、PO 研修や資金分配団体と月 1 回行う面談の
機会で説明を実施した。また、点検・検証の適切な実施を目指し、各評価時における点検・検証
のチェックリストの更新や実施ガイドを作成するなど、評価の本質が伝わるよう改善に取り組
んだ。 

 
3.6.2 評価結果の点検・検証 

(１) 事後評価の点検・検証  
2021年度通常枠採択事業について、事後評価の点検・検証を行った。JANPIA による資金
分配団体の点検は、各事業で評価専門家と JANPIA の担当 PO によるレビュー会形式をと
った。  

  
(２) 中間評価の点検・検証  

2022 年度通常枠採択事業について、中間評価の点検・検証を行った。JANPIA による資金
分配団体の検証は、各事業で評価専門家と JANPIA の担当 PO によるレビュー会形式をと
った。レビュー会で担当した評価専門家が、引き続き事後評価時の点検を担当することで、
事業期間を通じた評価の質の向上を目指すこととした。  
 

(３) 事前評価の点検・検証  
2023 年度通常枠採択事業について、事前評価の点検・検証を行った。JANPIA による資金
分配団体の検証は、各事業で評価専門家と JANPIA の担当 PO とのレビュー会形式で行っ
た。 レビュー会で担当した評価専門家が、引き続き中間評価時の検証を担当することで、
事業期間を通じた評価の質の向上を目指すこととした。  
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3.6.3 事後評価報告書の公開 
2020年度通常枠採択事業のうち、事業完了を迎えた実行団体 97 事業、資金分配団体 21 事業の
事後評価報告書が提出された。これらを情報公開サイトにて公開し、休眠預金等活用事業の成果
の可視化に努めた。  
 

3.6.4 団体向けの研修 
資金分配団体・実行団体における適切な評価実施のため、資金分配団体の PO 向け研修で事前・
中間・事後の各評価段階に関する研修を行った。また、初任 PO 向けプログラムとして評価に関
する相談会を任意参加で実施し、評価にかかわる基本的な知識についての質問や相談を受け、他
事業での状況などを踏まえた情報提供を行った。 
 

3.6.5 フォローアップ調査・追跡評価・メタ評価 
(１) フォローアップ調査  

2019 年度、2020 年度通常枠採択実行団体を対象に、助成期間終了後の実行団体による支
援活動の状況を把握するフォローアップ調査を実施した。本調査は、事業終了後の支援活
動の展開状況、支援活動が現在の状況に至った要因や課題を把握し、総合評価報告書で広
く公開した。また、本調査結果を基に、事業終了後も継続・発展に向けた効果的な活動を
行っている事例や、課題に直面している事例を抽出し、追跡評価対象事業の選定の際の基
礎情報に活用した。  

 
調査名 助成期間終了後の支援活動の実態に関するフォローアップ 

アンケート 
実施者 JANPIA 追跡評価チーム 
実施期間 2024 年 9 月 25 日～2024 年 11 月 8 日 
実施方法  Web アンケート 
調査対象者 2019 年度、2020 年度通常枠採択実行団体 233 団体 

（2019 年度 136 団体、2020 年度 97 団体） 
※採択実行団体のうち、災害事業の未発動または超短期間の事業や、
事業期間中の事業停止等の事業（6 事業）については対象外とした。 

有効回答数 200 団体（回収率 86％） 
 

(２) 追跡評価  
2019年度通常枠採択事業のうち対象事業として実行団体の以下に示す 2事業を選定し、外
部評価者を交えた JANPIA 追跡評価チームにて追跡評価を実施した。評価結果については
報告書を取りまとめ、Web サイトにて公開する予定である。 
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助成種別  ソーシャルビジネス形成支援事業  
事業名   
（実行団体名）   

空き家等の築古物件を活用した住宅困難者への住宅供給事業 
（Rennovater 株式会社）   

資金分配団体事業名  
（資金分配団体名）  

地域活性化ソーシャルビジネス成長支援事業  
（一般財団法人社会変革推進財団）  

 
助成種別  災害支援事業  

事業名   
（実行団体名）   

台風 19 号による被害を受けた子どもとその保護者への支援
事業   
(特定非営利活動法人ながのこどもの城いきいきプロジェク
ト)   

資金分配団体事業名  
（資金分配団体名）  

質の高い継続的な被災地支援  
（特定非営利活動法人ジャパン・プラットフォーム）  

 
(３) メタ評価  

事後評価の妥当性・客観性を担保するために、2020 年度通常枠採択事業資金分配団体の事
後評価報告書について、点検・検証レビュー会のほか、全事業に対してメタ評価を試行的に
実施した。  
 

3.7 ステークホルダー・エンゲージメントの重視 
3.7.1 事業運営に係る対話 

(１) 専門家会議、審査会議への外部有識者の参画 
非営利の立場から民間公益活動の現場で活躍する人材や民間公益活動につき知見を持つ専
門家に、専門家委員や審査委員を委嘱した。2024年度の専門家委員、審査委員はそれぞれ
別紙 4～5、別紙 8のとおりである。 
 

(２) 研究会の活動 
2019 年度に資金分配団体と指定活用団体で
ある JANPIA が共に業務改善に取り組むプ
ロジェクトチーム（PT）として発足した業
務改善 PT を 2024 年度は事業における成
果・効果検証などを行う「研究会」と変更し
活動を実施した。新たな取組に対して資金分
配団体へ参画を呼びかけ、メンバーを募り
21 資金分配団体とともに活動を行った。
2024年度の検討内容は、2023 年度に行われ
た業務改善 PTや研究会、これまでの休眠預

12月 17日開催 休眠預金評価研究 
チーム（PO ギャザリングでの様子） 
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金等活用事業を実施していく中で確認された課題感を受け、別紙 19 のとおり 3つの研究会
を組成した。  

 
3.7.2 休眠預金を活用しうる団体との対話 

(１) 休眠預金を活用しうる団体との対話や相談会の開催 
休眠預金等活用制度では、資金がもともと国民の財産であること、また社会の諸課題やそ
の解決策は地域や分野等によって多様であることから、地域や団体の多様性を重視してい
る。これらの観点から、JANPIA は、全国各地での資金循環が起こるよう、休眠預金等活
用事業の担い手発掘のため、各地で説明会や相談会の機会創出に努めてきた。その結果、
実行団体の活動対象地域については、2021 年度、北海道から沖縄まで、すべての都道府県
にて事業が展開されるようになった。一方、北東北、北関東、北陸、近畿、四国などでの
事業数が、他地域に比較すると依然少ない。この要因にはこれらの地域に資金分配団体が
存在しない点があげられる。2025年3月現在、資金分配団体の存在しない県が14地域（県）
あり、資金分配団体の確保と育成が鍵となる。これらの地域を中心に、資金分配団体と連
携して事業に関する説明会を実施した（一部オンライン）。対象とした地域は、資金分配団
体（幹事団体）が未選定の県である（奈良県、徳島県、山梨県、福井県、山形県、岩手県、
青森県、山口県、宮崎県、鹿児島県）。  
また、2023 年度に引き続き、申請団体の裾野拡大のために岩手県、新潟県、奈良県、山梨
県等の各自治体や NPO 中間支援組織などとの連携により、休眠預金等活用制度や活用事
業などを紹介する説明会と相談会を設けた。 
 

(２) 資金分配団体に申請する団体向けの個別相談の実施による案件組成・組織基盤強化支援 
JANPIA では、ステークホルダーとの対話や連携を重視するとの基本方針から、制度発足
以来、公募申請に向けた個別相談（オンライン）を推奨し、申請助成事業の企画、構想等
について、団体からの質問等に答える機会を設けている。今年度は、通常枠・緊急支援枠
への申請を検討する団体に対応したほか、活動支援団体、出資事業への申請を検討する団
体向けにも個別相談を実施した。  
このプロセスを通じて実現する狙いは以下のとおりである。また、採択に至らなかった事
業に関しては、審査委員のコメントに基づく丁寧なフィードバックも個別相談の中で実施
している。  
①制度が重視する社会課題の解決を促進する案件組成や公募要領への適合性を高める。 
②担い手の案件形成や事業計画づくりのキャパシティ・ビルディングを図る。  
③多様な資金分配団体・活動支援団体の候補団体の制度への参画を促し、担い手の裾野を 
 拡大する。  

 
個別相談の実績は以下のとおり年々増加傾向にあり、休眠預金等活用事業の重要なプロセ
スの１つとして申請団体において定着が進んでいる。 
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3.7.3 各種団体との連携 

JANPIA は、休眠預金等活用制度の効果的運営と発展をオールジャパンで支え、事業の実効性を
高め、また社会課題の解決を推進する現場のニーズ等を適時適切に把握するために経済団体等
の多様な団体との連携や対話を重視した活動を推進している。また、事業と通じて蓄積した知見
や経験、及びデータ類等を知の公共財として活用されることで日本全体の社会課題解決力を向
上させるため、アカデミアなどとの連携や情報の共有化も推進している。2024 年度の主な実績
は以下のとおりである。    

 
(１) 経団連等の経済団体との連携 

JANPIA では、経済団体との連携による様々な活動を継続的に進めている。経団連との連
携に関しては、11 月 7 日に、「経団連消費者政策委員会企画部会」にて、休眠預金等活用
制度及びフードロス削減につながる休眠預金活用事業についての報告と共に、フードロス
の解消に向け余剰食材などを子ども食堂や生活困窮者等に分配支援するフードバンク等に
て活用できないかなどの意見交換を実施した。<3.5.4参照> 
また、1 月 13 日には、「経団連インパクト投融資ワーキンググループ」にて、休眠預金等
活用制度に基づく出資事業について報告を行い、インパクト投資分野での企業や金融機関
との連携の可能性について意見交換を実施した。  
また、7 月 17 日に開催した「第３回企業連携マッチング会（九州）成果報告会」では、九
州経済連合会（九経連）との共催の下に経団連、福岡商工会議所、九州経済産業局、福岡
県などの協力を得た。 加えて 11 月 14 日に開催した「第 4 回企業連携マッチング会（関
西）」では、公益社団法人関西経済連合会との共催の下に、経済産業省近畿経済産業局、一
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般社団法人日本経済団体連合会、一般社団法人関西経済同友会による後援を受け、開催し
た。＜3.5.4（4）参照＞ 
 

(２) アカデミアとの連携と対話 
GSG Impact（旧称：The Global Steering Group for Impact Investment (GSG)）は、人々
や地球によりよい影響を与えるインパクト投資／インパクト・エコノミーを推進する英国
に本部を置くグローバルなネットワーク組織である。2023 年度に、GSG から全世界のイ
ンパクト投資のホールセラーに、インパクト投資の状況等に関する報告書の取りまとめ依
頼が出され、JANPIA からは日本の休眠預金等活用制度と助成事業の成果等に加え、イン
パクト投資（出資事業）の計画等を報告した。ホールセラーとは、社会的企業などに直接
投資するのではなく、社会的インパクトを志向する投資等を進める仲介機関に対し資金提
供する事業体のことを示す。JANPIA によるインパクト投資は 2023 年度後半から開始した
ばかりであるが、休眠預金を活用したホールセラーに近い存在として注目され、かつ 5 年
以上インパクト志向の高い助成事業を推進してきたので、その成果と課題等を世界の同業
者にも共有する価値があるとのことで、報告書としてまとめたものである。GSG の包括的
な報告書は 9月に発行された。（報告書：GSG Impact Investment Wholesalers and Fund of 
Funds: Design Insights from the GSG Impact Partnership1） この報告書に掲載されたアジ
ア太平洋地域における代表的なホールセラーのひとつとして、4 月 9 日、日本の休眠預金
等活用制度、JANPIA の助成事業と出資事業をオンライン・セミナーで紹介した。  
また、韓国政府金融包摂機関（The Korea Inclusive Finance Agency：KINFA）との対話会
を二回開催した。KINFAは休眠預金を管理する韓国の政府機関である。休眠預金を債権者
に返還する最大限の努力をする一方、資金を社会的弱者等に対する金融包摂事業に活用し
ている。6月 20 日、ソウルにて日本社会関係学会と連携し、休眠預金活用制度等に関わる
成果と課題などの情報交換を実施した。さらに 12 月 5 日には、再度、JANPIA にて NPO
による休眠預金等を活用したインパクト事業の事例を中心に情報交換を実施した。  
6 月 22 日、日本社会関係学会との連携により、”The Association for Research on Nonprofit 
Organizations and Voluntary Action (ARNOVA)”のアジア会議（8th Annual ARNOVA-Asia 
Conference、ソウル）にて日本の休眠預金等活用制度と JANPIAの事業概要や成果などに
ついて発表した。ARNOVA は、NPO やフィランソロピー分野での研究者、教育者、実践
者を結ぶ活動を推進している米国発の国際的な学会である。  
11 月 12 日、企業の経営倫理を実践研究する産学協同の専門機関である一般社団法人経営
倫理実践研究センターの社会貢献研究会で「休眠預金活用制度・事業のご紹介と企業への
期待」をテーマに説明を実施した。 
 

(３) 地方公共団体（自治体等）との連携と対話 
「基本方針」において、地方公共団体は、休眠預金等に係る資金の活用には直接関与しない

 
1 https://www.gsgimpact.org/media/jkjlg4d1/impact-investment-wholesalers-and-fund-of-funds-design-insights-from-the-gsg-impact-
partnership-september-2024.pdf （JANPIA関係は 57 ページから 64 ページに記載）  

https://www.gsgimpact.org/media/jkjlg4d1/impact-investment-wholesalers-and-fund-of-funds-design-insights-from-the-gsg-impact-partnership-september-2024.pdf
https://www.gsgimpact.org/media/jkjlg4d1/impact-investment-wholesalers-and-fund-of-funds-design-insights-from-the-gsg-impact-partnership-september-2024.pdf
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ものの、実行団体及び多様な関係者の間をつなぐコーディネーターとしての役割を果たす
ことが期待されている。2024 年度は、自治体が主催する休眠預金等活用制度の認知向上の
ためのセミナー等に講師を派遣した。休眠預金等活用事業が比較的少ない県を中心に制度
に関する理解の促進を図る狙いで、7 県(和歌山県、新潟県、奈良県、岩手県、静岡県、神
奈川県、千葉県)、１団体（市町村アカデミー）との連携で説明会・勉強会を実施した。  

 
(４) 国立研究開発法人科学技術振興機構社会技術研究開発センター（RISTEX）との連携 

国立研究開発法人科学技術振興機構 社会技術研究開発センター（RISTEX）との連携 3 年
目の企画として、12 月 17 日の PO ギャザリング内でラウンドテーブルを実施した。「研究
者と考える地域づくり～災害支援事業から見えてきたこと～」と題して、資金分配団体、実
行団体、研究者が登壇し、災害をテーマに「現在直面している課題への取組」と「今後に備
えた課題への取組」の事例紹介と意見交換を行った。 

 
(５) 助成財団との連携・協働 

JANPIA では、各種助成財団との連携・協働を実施している。2024 年度は、公益財団法人
日本財団が主催する「アジア・フィランソロピー会議 2024」に実行団体とともに登壇した
ほか、同財団が実施する事業評価手法についての検討会議に参加した。 
 

(６) 独立行政法人国際協力機構（JICA）との連携と対話 
JICA海外協力隊の経験者が資金分配団体や実行団体において多数活躍していることや、多
文化共生支援など共通する課題にも双方が取り組んでいることを踏まえ、JICA との間で相
互理解の促進や連携を目的とした意見交換を実施した。3 月には JICAの国内機関及び国際
協力推進員を主な対象として休眠預金等活用事業を紹介するセミナーを実施した。2025 年
度においても引き続き連携・協働を進めていく予定である。   

 
 
3.8 民間公益活動の促進に資するための啓発活動及び広報活動 

3.8.1 休眠預金活用事業シンポジウム 2024 の開催 
10 月 8 日に「休眠預金活用事業シンポジウム 2024 －学びと価値の共有 総合評価から見えてき
たこと－」を会場とオンライン配信のハイブリッド形式で実施した。  
本シンポジウムは、総合評価を通じて休眠預金等活用事業の可能性と今後の課題を明らかにし、
未来の担い手や、休眠預金等活用事業に関わる関係者にとって、新たな事業の立案や、現在取り
組んでいる事業への気づきや学びの機会とすることを目的として実施した。  
当日は、会場とオンライン合わせて、200 名が参加した。 
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10 月 8 日開催 シンポジウム 2024 の様子 

 
【主な内容と登壇者】  
トークセッション Part.1 

テーマ：事業の成果を生み出した要因を探る  

 <登壇者> 
水谷 衣里（株式会社風とつばさ 代表取締役）   
根尾 智子（JANPIA 助成事業部 リーダー）   

＜ファシリテーター＞    
鵜尾 雅隆（日本ファンドレイジング協会 代表理事 / JANPIA 理事）  

トークセッション Part.2 
テーマ：資金分配団体が大切にしていることを探る  
＜登壇者＞  
幸島 聡（更生保護法人日本更生保護協会 事務局長）   
石畑 美幸、梅本 千尋（更生保護法人日本更生保護協会）   
水谷 衣里（株式会社風とつばさ 代表取締役）   
阪上 英祐（JANPIA 助成事業部 プログラムオフィサー）   

＜ファシリテーター＞    
鵜尾 雅隆（日本ファンドレイジング協会 代表理事 / JANPIA 理事）  

  
 

3.8.2 メディア懇談会 
休眠預金等の活用や社会課題の解決に取り組む団体の取組等の広報活動の一環として、2023 年
度から報道関係者向けに勉強会や懇談会を開催している。2024 年度は、「能登の復興にむけて」
をテーマに懇談会を実施した。加えて 2024 年度は、報道関係者からのニーズが高い、実行団体
の活動場所をバスで実際に視察するツアーをはじめて神奈川県内で 2 回実施した。  
詳細は以下の通りである。 
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【メディア懇談会】 
日時：2024 年 6月 21日（金）13 時 30 分～15 時     
実施方法： JANPIA事務所 /オンラインのハイブリッド形式  
メディア参加者： （会場参加）10 名、（オンライン参加）33名  
懇談会テーマ：「能登の復興にむけて」 
 

主な内容 登壇者 
テーマ１： 
「能登復興支援の現状や
行政との連携について」  

藤沢 烈（一般社団法人 RCF  代表理事） 
佐藤晋太郎（石川県 能登半島地震復旧・復興推進部 創造的復興
推進課 課長） 

テーマ２： 
「ここまでの能登の復興
支援事業と課題について」  

藤原 航（認定NPO 法人ジャパン・プラットフォーム（JPF）   
地域事業部 部長） 
辛嶋友香里（一般社団法人ピースボート災害支援センター（PBV）  
国内災害事業部/防災・減災教育事業部 コーディネーター） 

テーマ３: 
「今後の能登復興に向け
ての支援について」  

山内 幸治（特定非営利活動法人エティック 事業本部  
シニアコーディネーター ） 
森山 奈美（株式会社御祓川 代表取締役社長） 

 

6 月 21 日のメディア懇談会の様子 
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【メディアツアー】 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

７月 10 日開催のメディアツアー視察の様子 
 

3.8.3 イベントへの講師派遣 
休眠預金活用事業への理解と認知を高めるため、NPO 等が参加対象となるイベント等へ 32 回
の講師派遣等を行った。＜別紙 20 参照＞ 
 

3.8.4 ウェブサイトの運用等 
(１) ウェブサイトの新設と運用 

2024年度は、休眠預金等活用事業に関わる様々な情報を得ることができ、社会の諸課題の
解決を担う団体の皆様を双方向につなぐためのサイトとして「休眠預金活用プラットフォ
ーム」を立ち上げた。これに伴い、JANPIA のウェブサイトについては指定活用団体として
事業運営に必要な情報を公開するサイトとして運用するためのリニューアルを実施した。 
資金分配団体等の活動をストーリーとして顔の見える形で紹介する「休眠預金活用事業サ

実施日 主な内容 
報道関係者 
参加者数 

2024年７月 29日（月）  神奈川県内の以下実行団体を訪問：  
・株式会社 K2 インターナショナル（若者の就労支
援の現場見学）  
・NPO 法人横浜こどもホスピスプロジェクト（生
命にかかわる病気や状況によって治療や療養中心
の生活を送る子どもと家族を対象とした施設見学）  
・一般社団法人ローランズプラス（障がい者が活躍
する地域循環型ファームパークでの体験）  

6 名 

2024年11月26日（火）  同上 5 名 
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イト」においては、2024年度は資金分配団体等の活動や JANPIAの活動に関連する記事な
ど 118件を掲載した。また、情報発信のプラットフォームを一本化するため、2025年 4月
の公開を目指し、休眠預金活用事業サイトを休眠預金活用プラットフォーム・メディアチ
ャンネルに移設する作業を進めた。 
また、2023年度に立ち上げた「休眠預金活用事業 情報公開サイト」では、2024 年度に活
動を開始した活動支援団体・支援対象団体においても事業実施中に提出した書類が必要な
承認を経て自動連携で速やかに公開するシステムを構築した。  

      
                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 休眠預金活用プラットフォーム JANPIA ウェブサイト 

 ( https://www.kyuplat.com/)  （https://www.janpia.or.jp/） 

 

      
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  休眠預金活用事業 情報公開サイト   休眠預金活用事業サイト 

  (https://johokoukai.janpia.or.jp/)   （https://kyuminyokin.info/） 

 

※休眠預金活用事業サイトは 2025 年 4 月に休眠預金活用プラットフォーム内「メディアチャネル」に移行した。

（https://www.kyuplat.com/media-channel/） 

https://johokoukai.janpia.or.jp/
https://www.janpia.or.jp/
https://johokoukai.janpia.or.jp/
https://kyuminyokin.info/
https://www.kyuplat.com/media-channel/
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(２) プレスリリースの発信 
2024年度は、以下のとおり 11 件のプレスリリースを発信した。 

発信日 タイトル  
６月２5日  社会課題解決を目指す休眠預金活用団体と企業との SDGsへの貢献につな

げる九州マッチング会「成果報告会」を開催（7月 17 日）  
7 月 9日  物価高騰及び子育て対応支援枠 資金分配団体公募の決定  

～〈2024年度 随時募集（1次）〉の助成対象事業を選定～  
7 月 19 日  休眠預金等活用法に基づく活動支援団体の決定について  

～新制度初の助成対象事業を選定～  
7 月 25 日  資金分配団体による実行団体選定における利益相反事案について  
9 月 30 日  休眠預金等活用法に基づく資金分配団体の決定について  

～2024 年度通常枠〈第 1回〉の助成対象事業を選定～  
10月 15日  休眠預金活用団体（NPO 等）と企業との「SDGsへの貢献につなげる 関

西マッチング会」を開催（11/14）  
11月 6 日  物価高騰及び子育て対応支援枠 資金分配団体公募の決定  

～〈2024年度 随時募集（2次）〉の助成対象事業を選定～  
11月 8 日  休眠預金等活用法に基づく出資事業の資金分配団体を選定  

～休眠預金を活用したファンド出資がはじまります～  
1 月 20 日  物価高騰及び子育て対応支援枠 資金分配団体公募の決定  

～〈2024年度 随時募集（3次）〉の助成対象事業を選定～  
2 月 20 日  休眠預金等活用法に基づく資金分配団体の決定について  

～2024 年度通常枠〈第 2回〉の助成対象事業を選定～  
3 月 7日  休眠預金等活用法に基づく活動支援団体の決定について  

～2024 年度公募により 3事業を選定～  
 

3.8.5 シンボルマークの活用等 
休眠預金等に係る資金を活用して実施する事業であることを示すシンボルマーク(2020 年 12月
策定・公表)については、基本方針や資金提供契約等に基づき適切な表示が行われるよう、資金
分配団体及び活動支援団体には資金提供契約時、また、実行団体に対しては資金提供契約時をそ
れぞれ目途に JANPIA から直接団体宛てに送付した。  
また、年度末報告及び事業完了報告でシンボルマークの使用状況を、また、JANPIA役職員が資
金分配団体等を訪問した際にはシンボルマークの表示状況を直接確認するなどして、シンボル
マークの表示を徹底した。  
なお、2024 年度は JANPIA 及び資金分配団体等が開催するイベント等においてシンボルマーク
を表示するため、バックパネルやロールアップバナーを追加作成、またシンボルマークを表示し
た Tシャツやベスト等を制作し活用した。  
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＜活用事例＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

購入物品での表示         広報・宣伝に係る印刷物への表示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イベント会場での表示 

 

 

 

 

イベントチラシでの表示  
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3.9 民間公益活動の促進に関する調査及び研究 
3.9.1 総合評価 

JANPIA は、個別の民間公益活動による社会的成果の拡大だけでなく、社会の諸課題の解決の担
い手が育成され、資金分配団体、活動支援団体、実行団体及び支援対象団体も含めた社会の諸課
題の解決のための自律的かつ持続的な仕組みの創出という観点も含めて、総合評価をすること
が、基本方針にて定められている。  
今年度は、第三回総合評価として、評価実施目的を踏まえ、読み手側のニーズに応じた閲覧に資
するため 2 部構成とした。 
第 1部は、制度が目指す姿への進捗状況を評価するものと位置付け、具体的には、JANPIA のロ
ジックモデルとして制度全体の戦略を図示し、その中で整理したアウトカムに基づき指標を設
定し、評価を行った。第 2 部は、事業テーマ別に成果や課題の詳細分析を行い、事業関係者や次
世代の担い手による事業の改善及び新規事業の検討に資することを目的とした。今年度は、子ど
も食堂や食支援に関する事業、親に頼れないケアリーバー等の若者への支援事業、災害支援事
業、緊急支援枠の事業について取り上げた。 
第 1 部の分析から今後は、①連携・協働を促進する中間支援機能の発展のため、地域偏在の解
消をはじめとした地域特性に応じた支援や活動支援団体による支援、②実行団体の活動の継続・
発展に向けて、資金分配団体の PO による伴走支援の強化やガバナンス・コンプライアンスに
関する取組事例の共有、③民間公益活動の情報共有・活用に向けて、休眠預金活用プラットフォ
ームの機能改善や社会課題テーマに限らない横断分析の実施、等を取組の重点と整理した。来年
度以降も、アウトカム毎の指標をより精緻化し、定点観測をしていくことで JANPIA が行う事
業の改善材料の一つとして活用していくことを目指す。 
また、第 2部のテーマ別分析結果として、子ども食堂や食支援に関する事業の詳細分析からは、
社会の急激な変化の中で、活動に取り組む団体は脆弱な団体が多かったため、団体の機能強化を
行い、急増する寄贈品の受入れ・分配を行っていくための中間支援機能の強化やネットワーク構
築が進んだことが確認できた。親に頼れないケアリーバー等の若者への支援事業では、依存でき
る先を増やしていくなどの継続的・包括的な寄り添い型支援が若者の自立に寄与していること、
新たな制度が各地域で展開されていくために民間団体の育成が行われ、地域において予算化に
つながっていることが確認できた。災害支援事業では、平時から発災時まで連続性をもって災害
対応が可能となっていること、災害支援専門外の団体が災害直後でもその専門性を活かせるこ
と、学びの機会等の共有によりネットワークの構築・拡大が行われていること、緊急支援枠を活
用した取組の有効性が確認できた。 

 
3.9.2 社会課題マップの作成研究 

JANPIA に在籍する有志職員を対象として、社会課題を構造化したマップの作成を通したスキ
ルアップに取り組んだ。課題を視覚的に把握しやすくし、自らの理解及び説明能力を高めること
を目的とした研修を実施した。 
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10 月に希望者を募り、助成事業部、出資事業部、企画広報部から 15 名の参加者が決定した。11
月から 12 月にかけて、外部講師による全３回の研修を実施し、構造化手法の学習や有識者への
ヒアリング実践、構造化マップの作製練習等を行った。 
2025年度は研修の成果を踏まえ、個別の社会課題について構造化マップを作成するなど知見の
定着及び具体的な活用に取り組んでいく。 

 
3.10 JANPIA内部の基盤強化 

3.10.1 役職員の多様性の確保、中立公正な事務局体制の整備、体制の強化 
(１) 職員の多様性の確保 

職員の性別、出身分野やソーシャルセクターでの経験等を踏まえ、職員の多様性が高まる
よう、採用活動を行い、業務を適切に遂行するため職員の拡充を図った。 
 
 職員の男女比（3 月 31日現在）        管理職の男女比（3 月 31日現在）  

男性 女性   男性 女性 
31％ 69％   62％ 38％ 

 
役職員の出身セクター  

ソーシャルセクター、企業、国際協力、コンサルティングファーム、官公庁、金融、労働  

 
(２) 中立公正な事務局運営 

業務規程、倫理規程、コンプライアンス規程等に基づき、日常業務での利益相反行為防止
の徹底、内部通報制度の運用及びコンプライアンス関連研修の実施等を通じ、中立公正な
事務局体制を維持している。また、監事監査規程第 15 条第 1 項により監事の下に事務局
から独立した監査室を置き業務監査を実施するなどの取組を行っている。 
 

(３) 職員の能力開発 
2024年度は、職員の能力開発のため、外部講師を招いた研修を３種類実施した。また、こ
れ以外にも、業務に直結する評価等の外部研修や、e-learning を活用した外部研修を多数の
職員が受講した。加えて、役職員の個別のスキルアップを促進するために実施している補
助制度については、ファンドレイジングに関する研修や評価士養成講座の受講等で合計 13
件の利用実績があった。 
 

研修名  実施回数  

JANPIA の未来を創るワークショップ（新入職員向け）  1 回 

コミュニケーション力アップ研修（入構２年目職員向け）  1 回 
新任管理職研修 （合計３回の講座） 1 回 
コンプライアンス研修（内部通報事案の共有） 1 回 
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(４) 職員の健康・衛生管理 

常時 50 人以上の労働者を使用する事業場であることから、労働安全衛生法第 13 条に基づ
き選任した産業医のほか、同法第 12 条に基づき選任した衛生管理者を中心に、役職員の健
康・衛生管理に努めた。具体的には、毎月の衛生委員会の開催、健康相談の機会の提供の
他、定期健康診断に係る費用の補助やストレスチェックを実施するなどを行った。 
 

3.10.2 ICT（クラウドサービス）を活用した休眠預金助成システム等の構築 
2024 年度基本計画の「3.民間公益活動促進業務について」に則し、民間公益活動促進業務の充
実を図るため、休眠預金助成システム及び資金分配団体公募受付システム等を対象に、業務進
捗、資金管理等の効率化や操作性の向上に資する改修等を行った。 
 
(１) 助成システムの使いやすさの向上を目的とした改修等について 

2022 年 10 月のリプレイスから 2 年が経過し、更なる利便性向上のための改修等を実施し
ている。具体的には、事業終了の自動判定機能等を実装した。また、資金管理機能として
は、計画等の変更箇所がより明確に判別できる機能や様式の助成システムへの取込機能、
実行団体の精算確定額を自動集計する機能の強化や改善を行った。加えて、既存事業の追
加画面開発を引き続き行った。 
 

(２) 資金分配団体等の新規利用者を対象としたシステム操作説明会の実施について 
新規に休眠預金等を活用した事業に関わる資金分配団体等を対象に、内定団体向け説明会
にて操作説明を行った他、個別に資金分配団体からの要望を受ける形で、システム説明会
を数度行った。 

 
(３) 休眠預金助成システムサポートセンターに寄せられた改善要望等への対応 

利用者から寄せられた各種システムの操作方法の照会や改善要望などの意見を受け、各種
システムの機能強化を行った。 
 

(４) 休眠預金等活用事業の情報公開・発信・交換を行うインフラサイトの構築 
① ビジネスフローに情報発信を含めたインフラを強固に組み込むことで休眠預金等活用

事業の価値を高め、指定活用団体としての役割、存在価値の強化に資するように 
JANPIA のホームページとは別に休眠預金等活用事業に関わるすべてのステークホ
ルダーが相互に情報を交換するためのインフラサイトの構築に向けて検討を行い、「休
眠預金活用プラットフォーム」を 10 月に立ち上げ、運用を開始した。一般向けに休眠
預金等活用制度の情報や公募情報、FAQ などを掲載するとともに、休眠預金等活用事
業を実施する団体の担当者向けにはマイページ機能を持ち、それぞれのユーザーに合
った書式や研修情報の提供を開始した。 
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② 事業実施中の情報の公開をより確実に進め、事業の透明性をより高めるため立ち上げ
た「休眠預金活用事業 情報公開サイト」については、活動支援団体の情報公開に対応
するための機能の開発やサイトをよりスムーズに使うための機能改善を行った。＜
3.8.4 参照＞ 
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4. 事業の概要 
「業務の適正を確保するための体制の整備」については別紙 21 のとおりである。 

 
5. 指定に付された条件への的確な対応  

2024年度基本計画「6.その他（1）」に則し、「休眠預金等活用法に基づく指定活用団体の指定について」
において付された以下の 3 つの指定の条件について、2024年度内に以下の取組を実施した。 

 
〈指定の条件〉 
(１) 中立・公正な組織運営と利益相反を招かない業務運営の実効性を担保する仕組みの構築 

 評議員会規則及び理事会規則における利害関係者の決議からの除外等を規定、理事会規則
における利益相反等取引の理事会承認等を規定、役員の利益相反防止のための自己申告等
に関する規程、コンプライアンス規程（複数の外部有識者も加わるコンプライアンス委員
会設置等を規定）、内部通報（ヘルプライン）規程（役職員のみならず財団が行う事業に直
接・間接に関係する者も利用可能な内部通報制度について規定）など、各種規程を厳正に運
用した。 

 事務局から独立した監事の下に設置された監査室において、事務局への業務監査を定期的
に実施している。 

 役職員以外の専門家会議委員や審査委員等についても、資金分配団体若しくは実行団体、
又はこれらの団体になり得る団体等の役員などは選任せず、任期は 1 年に限定とした。 

 マルチステークホルダー・エンゲージメント（多様な関係者との目的ある対話、連携、共
創）を行うとともに、常に立法の原点を忘れることなく JANPIA の運営を行うべく、休眠
預金活用推進議員連盟等との定期的な意見交換を実施した。 
 

(２) 本制度の理解・支持が広くソーシャルセクターや国民一般に共有される仕組みの構築 
 JANPIA は、バリュー（価値基準と行動の原則）に「（１）国民への還元と透明性・説明責

任」を掲げており、財団としての行動原則に織り込み、その実行に取り組んでいる。 
2024 年度においては、NPO 等を対象としたイベントへの講師派遣<3.8.3 参照>等を行っ
たほか、プレスリリースの発信＜3.8.4（2）参照＞、ウェブサイトの運用<3.8.4参照>を行
い、適時適切な情報発信を行った。 
 

(３) 他の指定申請団体を含む多くの団体・関係者との協力・連携の仕組みの構築 
 JANPIA は、休眠預金等活用制度の効果的運営を共に目指すソーシャルセクターの開かれ

た受け皿となり、問題発見と対応を機動的かつ柔軟に進めていくために経済界や労働界、
行政、ソーシャルセクターの枠を超えて、真にオールジャパンでの取組を進めた。2024 年
度においては、議員連盟との意見交換等<2.6 参照>、企業との連携<3.5.4 参照>、専門家会
議、審査会議への外部有識者の参画<3.7.1（1）参照>、研究会の活動＜3.7.1（2）参照＞、
資金分配団体候補となり得る団体との対話や相談会の開催<3.7.2 参照>、各種団体との連
携<3.7.3参照>等を行った。  
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6. 附属明細書 
2024 年度事業報告書には一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則第 34 条第 3 項にて規定
される「事業報告の内容を補足する重要な事項」として、休眠預金等活用事業の現況を示すデータ集を作
成した。 
 
注）本文中の年月日について、「年」の記載がないものについては 2024 年度である。 
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別紙１組織体制 
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別紙 2 役員（理事及び監事）に関わる事項 

職名 氏名 職業 就任日 任期満了 

理事長  

（代表理事） 
二宮 雅也 

SOMPO ホールディングス株式会社   

特別顧問 
令和 6 年 7 月 17 日 

令和 7 年度に関する  

定時評議員会終結時まで 

理事 清水 秀行 
日本労働組合総連合会 

事務局長 
令和 6 年 7 月 17 日 

令和 7 年度に関する  

定時評議員会終結時まで 

理事 

（専務理事） 
岡田 太造 元厚生労働省 社会・援護局長 令和 6 年 7 月 17 日 

令和 7 年度に関する  

定時評議員会終結時まで 

理事 茶野 順子 公益財団法人笹川平和財団常務理事 令和 6 年 7 月 17 日 
令和 7 年度に関する  

定時評議員会終結時まで 

理事 鵜尾 雅隆 
特定非営利活動法人日本ファンドレイ

ジング協会 代表理事 
令和 6 年 7 月 17 日 

令和 7 年度に関する  

定時評議員会終結時まで 

監事 土岐 敦司 明哲綜合法律事務所 弁護士 令和 6 年 7 月 17 日 
令和 7 年度に関する  

定時評議員会終結時まで 

監事 柳澤 義一 
日本公認会計士協会 相談役 

（前副会長） 
令和 6 年 7 月 17 日 

令和 7 年度に関する  

定時評議員会終結時まで 

2025 年 3 月 31 日現在  
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別紙３評議員に関わる事項 

氏名 職業 任期開始 任期満了 

荒井 恒一 日本商工会議所 理事・事務局長 令和 4 年 7 月 19 日 
令和 7 年度に関する  

定時評議員会終結時まで 

川北 秀人 
IIHOE(人と組織と地球のための国際研究所) 

代表者 
令和 4 年 7 月 19 日 

令和 7 年度に関する  

定時評議員会終結時まで 

久保田 政一 日本経済団体連合会 副会長・事務総長 令和 4 年 7 月 19 日 
令和 7 年度に関する  

定時評議員会終結時まで 

村上 陽子 日本労働組合総連合会 副事務局長 令和 4 年 7 月 19 日 
令和 7 年度に関する  

定時評議員会終結時まで 

辻  松雄 
全国銀行協会 

副会長兼専務理事 
令和 4 年 7 月 19 日 

令和 7 年度に関する  

定時評議員会終結時まで 

野村 浩子 
東京家政学院大学 

特別招聘教授／ジャーナリスト 
令和 4 年 7 月 19 日 

令和 7 年度に関する  

定時評議員会終結時まで 

藤沢 久美 国際社会経済研究所 理事長 令和 4 年 7 月 19 日 
令和 7 年度に関する  

定時評議員会終結時まで 

菅原 晶子 経済同友会 常務理事 令和 4 年 7 月 19 日 
令和 7 年度に関する  

定時評議員会終結時まで 

2025 年 3 月 31 日現在  
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別紙 4 専門家委員に関わる事項 

氏名  職業  任期  

米田 佐知子 
子どもの未来サポートオフィス 代表  

関東学院大学非常勤講師 
2024 年 4 月 1 日 

から 2025 年 3 月 31 日 

川添 高志 
ケアプロ株式会社 代表取締役社長 
一般社団法人日本在宅看護学会 理事 
一般社団法人日本看護管理学会 理事 

2024 年 4 月 1 日 
から 2025 年 3 月 31 日 

佐藤 大吾 
公益財団法人日本非営利組織評価センター 理事長   
武蔵野大学アントレプレナーシップ学部 教授 

2024 年 4 月 1 日 
から 2025 年 3 月 31 日 

永田 祐 同志社大学社会学部社会福祉学科 教授 
2024 年 4 月 1 日 

から 2025 年 3 月 31 日 

源 由理子 
明治大学 専門職大学院 

ガバナンス研究科（公共政策大学院）教授 
2024 年 4 月 1 日 

から 2025 年 3 月 31 日 

陶山 祐司 株式会社 Zebras and Company 共同創業者 
2024 年 4 月 1 日 

から 2025 年 3 月 31 日 

治部 れんげ 東京科学大学リベラルアーツ研究教育院 准教授 
2024 年 4 月 1 日 

から 2025 年 3 月 31 日 

長澤 恵美子 わくわく共創オフィス 代表 
2024 年 4 月 1 日 

から 2025 年 3 月 31 日 
  2025 年 3 月 31 日現在  

 
<参考> 
2025年 4 月 1日現在、以下の専門家委員の役職に変更があった。 

氏名  職業  任期  

川添 高志 
ケアプロ株式会社 代表取締役社長  
東京女子医科大学病院 病院長補佐   

2025 年 4 月 1 日   

から 2026 年 3 月 31 日 

                                                                            2025 年 4 月 1 日現在 
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別紙 5 専門家委員（出資部会委員）に関わる事項 

氏名  職業  任期  

今庄 啓二 

関西学院大学大学院 客員教授  
株式会社内田洋行 社外取締役  

株式会社エンビプロ・ホールディングス 社外取締役  
大阪油化工業株式会社 社外取締役  

JOHNAN 株式会社 社外取締役 

2024 年 4 月 1 日   
から 2025 年 3 月 31 日 

上田 敬 株式会社日本経済新聞社 編集/総合解説センター担当部長 
2024 年 4 月 1 日   

から 2025 年 3 月 31 日 

川添 高志 
ケアプロ株式会社 代表取締役社長  
一般社団法人日本在宅看護学会 理事  
一般社団法人日本看護管理学会 理事 

2024 年 4 月 1 日   
から 2025 年 3 月 31 日 

橋爪 麻紀子 
株式会社日本総合研究所 創発戦略センター  

シニアマネージャー 
2024 年 4 月 1 日   

から 2025 年 3 月 31 日 

秦 由佳 株式会社産業革新投資機構 執行役員 ファンド投資室長 
2024 年 4 月 1 日   

から 2025 年 3 月 31 日 

林 寿和 Nippon Life Global Investors Europe Plc、Head of ESG 
2024 年 4 月 1 日   

から 2025 年 3 月 31 日 

横山 正宏 
公認会計士  

第一カッター興業株式会社 社外監査役  
株式会社不二美 代表取締役 

2024 年 4 月 1 日   
から 2025 年 3 月 31 日 

2025 年 3 月 31 日現在   

<参考>  
2025 年 4 月 1 日現在、以下の専門家委員の役職に変更があった。  

氏名  職業  任期  

川添 高志 
ケアプロ株式会社 代表取締役社長  
東京女子医科大学病院 病院長補佐 

2025 年 4 月 1 日   
から 2026 年 3 月 31 日 

林 寿和 
ニッセイアセットマネジメント株式会社 

サステナブル投資リサーチヘッド 専門部長 
2025 年 4 月 1 日   

から 2026 年 3 月 31 日 

2025 年 4 月 1 日現在   
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別紙 6 諸規程等に関する事項 

1  民間公益活動促進業務規程  

平成 31 年 3 月 28 日施行  

（2019 年 4 月 1 日適用）  

令和２年 3 月 27 日変更認可・施行  

（2020 年 4 月 1 日適用）  

令和 3 年 3 月 24 日変更認可・施行  

（2021 年 4 月 1 日適用）  

令和４年 3 月 28 日変更認可・施行  

（2022 年 4 月 1 日適用） 

令和 4 年 4 月 28 日変更認可・施行 

（2022 年 3 月 31 日適用） 

令和 5 年 3 月 28 日変更認可・施行 

（2023 年 4 月 1 日適用） 

令和 5 年 12 月 28 日変更認可・施

行 

（2023 年 12 月 31 日適用） 

2  評議員会規則  平成 30 年 9 月 7 日施行  

3  理事会規則  

平成 30 年 8 月 31 日施行  

令和 2 年 7 月 27 日改訂・施行 

令和 4 年 7 月 4 日改訂・施行  

4  役員及び評議員の報酬等並びに費用に関する規程  
平成 30 年 9 月 5 日施行  

令和元年 12 月 5 日改訂・施行  

5  給与規程 ※2 

2018 年 9 月 14 日施行  

令和 2 年 2 月 17 日改訂・施行 

令和 4 年 7 月 4 日改訂・施行  

6  理事の職務権限規程  平成 30 年 8 月 31 日施行  

7  倫理規程  
平成 30 年 9 月 7 日施行  

令和 6 年 6 月 25 日改訂・施行 

8  コンプライアンス規程  

平成 30 年 8 月 31 日施行  

令和 2 年 7 月 27 日改訂・施行 

令和 4 年 7 月 4 日改訂・施行 

令和 6 年 3 月 19 日改訂・施行 

9  内部通報（ヘルプライン）規程 ※2 

平成 30 年 8 月 31 日施行  

令和元年 11 月 11 日改訂・施行  

令和 2 年 7 月 27 日改訂・施行  

10  情報公開規程  平成 30 年 8 月 31 日施行  

11  文書管理規程  平成 30 年 8 月 31 日施行  
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令和 6 年 3 月 19 日改訂・施行 

12  リスク管理規程 ※2 

平成 30 年 8 月 31 日施行  

令和 2 年７月 27 日改訂・施行 

令和 4 年 7 月 4 日改訂・施行  

13  監事監査規程  平成 30 年 8 月 31 日施行  

14  経理規程  

平成 30 年 9 月 14 日施行  

平成 31 年 2 月 26 日改訂・施行  

令和 2 年 3 月 19 日改訂・施行  

令和 3 年 10 月 21 日改訂・施行 

令和 4 年 7 月 4 日改訂・施行  

令和 6 年 3 月 19 日改訂・施行 

15  事務局規程  

平成 30 年 8 月 31 日施行  

令和 2 年 2 月 17 日改訂・施行  

令和 2 年 7 月 27 日改訂・施行 

令和 4 年 7 月 4 日改訂・施行 

令和 5 年 10 月 27 日改訂・施行 

16  就業規則  
2018 年 9 月 14 日施行  

2019 年 4 月 26 日改訂・施行  

17  パートナー職員等就業規則  

2019 年 1 月 1 日施行  

2019 年 4 月 26 日改訂・施行  

2024 年 6 月 10 日改訂・施行 

18  旅費規程  2018 年 12 月 17 日施行  

19  育児・介護休業規程 ※1 2018 年 9 月 14 日施行  

20  ハラスメントの防止に関する規程  2018 年 9 月 14 日施行  

21  個人情報保護に関する基本方針  
平成 30 年 8 月 31 日付  

令和６年９月 26 日改定 

22  個人情報等管理規程  平成 30 年 8 月 31 日施行  

23  一般財団法人日本民間公益活動連携機構が保有する個人情報の利用目的  平成 30 年 8 月 31 日付  

24  特定個人情報取扱規則  平成 30 年 9 月 14 日施行  

25  役員の利益相反防止のための自己申告等に関する規程  
平成 30 年 9 月 14 日施行  

令和 3 年 2 月 2 日改訂・施行  

26  公印規程  平成 30 年 9 月 14 日施行  

27  首都直下地震等対策ガイドライン  平成 30 年 9 月 14 日施行  

28  専門家会議規則 ※2 

平成 30 年 9 月 14 日施行  

平成 31 年 2 月 26 日改訂・施行  

令和 2 年 7 月 27 日改訂・施行  
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29  業務委託契約実施規程  
平成 31 年 4 月 26 日施行 

令和 6 年 3 月 19 日改訂・施行 

30  審査会議規則 

平成 31 年 2 月 26 日施行  

令和 2 年 6 月 10 日改訂・施行 

令和 6 年 3 月 19 日改訂・施行 

31  契約事務取扱規程  
平成 31 年 4 月 26 日施行  

令和 3 年 6 月 7 日改訂・施行 

32  契約審査委員会設置要綱  

平成 31 年 4 月 26 日施行  

令和 2 年 7 月 27 日改訂・施行 

令和 4 年 7 月 4 日改訂・施行  

33  慶弔見舞金規程  2019 年 6 月 12 日施行  

34  退職金規程  2019 年 6 月 12 日施行  

36  懲罰規程  
2019 年 9 月 30 日施行  

2019 年 4 月 1 日適用  

37  謝金規程  令和 2 年 2 月 17 日施行  

38  休眠預金等活用事業シンボルマーク標語審査会規則  令和 2 年 8 月 12 日施行  

39 シンボルマーク使用規程 ※2 2020 年 11 月 2 日施行  

40  運用資金の管理・運用に関する規程  令和 3 年 2 月 2 日施行  

41 第三者委員会設置要綱 
令和 3 年 6 月 7 日施行 

令和 6 年 3 月 19 日改訂・施行 

42 投資審査会規則 令和 6 年 4 月 1 日施行 

※1：2025 年 4 月 1 日に改訂されている。 

※2：2025 年 6 月 13 日に改訂されている。 
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別紙 7 2024 年度 通常枠 資金分配団体・実行団体選定数一覧 

【2024 年度通常枠＜第１回＞資金分配団体・実行団体選定数一覧】 

事業名 資金分配団体名 
実行団体への 

申請団体数 

採択団体数 

（内定） 

草の根活動支援事業 全国ブロック 

盲ろう者の地域団体の創業支援事業 ス

テップ２ 
社会福祉法人  全国盲ろう者協会 7 6 

地域山林の未来を担う林業者サポート

事業 

特定非営利活動法人  地球と未来の環境基

金＊ 
16 5 

草の根活動支援事業 地域ブロック 

ひと・まち・げんき助成 
一般財団法人  大阪府地域支援人権金融公

社 
8 6 

子ども/若者（外国人を含む）の居場所機

能強化事業 一般財団法人  中部圏地域創造ファンド 43 5 

次世代につなぐ 地域総働プロジェクト 公益財団法人  東近江三方よし基金 確認中 選定中 

山形の暮らしとなりわいスケダチプロ

ジェクト 一般社団法人  ユヌス・ジャパン＊ 確認中 5 

イノベーション企画支援事業  
自殺ハイリスク領域におけるゲートキ

ーパー育成＆アウトリーチ支援事業 特定非営利活動法人  OVA＊ 17 5 

中核フードバンク団体育成事業 
一般社団法人  全国フードバンク推進協議

会 
12 5 

だれひとり取り残されない外国人医療 公益社団法人  日本 WHO 協会 確認中 選定中 

ソーシャルビジネス形成支援事業 

水産業の6次産業化による漁村地域の活

性化推進事業 株式会社 GHIBLI 確認中 選定中 

住宅確保困難者向け事業モデルの構築

支援事業 
一般社団法人  ソーシャル・インベストメン

ト・パートナーズ 
20 4 

災害支援事業  
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＊はコンソーシアム申請団体 

 

  

医療と福祉の架け橋が、命を守り・心を

救う 
一般社団法人  KISA2 隊 7 2 

発災時の被災者の食を支える災害対応

準備事業 

特定非営利活動法人  ジャパン・プラットフ

ォーム 
4 2 

里山里海で多様な担い手がつながる能

登の未来づくり事業 公益財団法人  ほくりくみらい基金＊ 確認中 選定中 
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【2024 年度通常枠＜第 2回＞資金分配団体・実行団体選定数一覧】 
 

事業名 資金分配団体名 
実行団体への 

申請団体数 

採択団体数 

（内定） 

草の根活動支援事業 全国ブロック 

地域における LGBTQ 支援・啓発の担

い手団体の育成 
特定非営利活動法人 ReBit＊ 公募中 ― 

草の根活動支援事業 地域ブロック 

地域格差と貧困を超えるオルタナティ

ブスクール創出事業 

特定非営利活動法人 エデュケーションエー

キューブ 
公募中 ― 

「行政」×「専門機関」×「地域資源（市

民）」による地域子育て包括支援事業 

一般社団法人 さが・こども未来応援プロジェ

クト実行委員会＊ 
公募中 ― 

南大阪地域子育て支援ハブ形成プロジ

ェクト 

公益財団法人 泉北のまちと暮らしを考える

財団 
公募中 ― 

ひとりひとりに合った多様な学びを支

える地域共生事業 
一般財団法人 ちくご川コミュニティ財団＊ 公募中 ― 

多様な子どもたちのための持続可能な

居場所づくり支援＠埼玉県 

特定非営利活動法人 新座子育てネットワー

ク 
公募中 ― 

イノベーション企画支援事業 

急増する「不登校・長期欠席の子どもた

ち」支援モデル形成事業 株式会社 キズキ＊ 公募準備中 ― 

困難を抱える高校生世代のセーフティ

ネット構築事業 
特定非営利活動法人 キッズドア 公募中 ― 

デジタルスキル研修＆起業・就労支援を

核としたシングルマザー支援団体の育

成・促進事業 

一般社団法人 グラミン日本 公募中 ― 

コレクティブインパクトで実現する持

続可能なまちむらづくり 
公益財団法人 長野県みらい基金＊  公募中 ― 

ソーシャルビジネス形成支援事業 

人口減少地域における保育環境の好循

環サイクル創造事業 
株式会社 キッチハイク 公募中 ― 

災害支援事業 

能登に、ちいさな「コミュニティハウス」

を作る 認定特定非営利活動法人 カタリバ＊ 公募準備中 ― 
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災害に備えた住宅確保要配慮者に対す

る居住支援事業 
一般社団法人 居住支援全国ネットワーク ― ― 

市町域の『災害中間支援組織』発掘・育

成・機能強化事業 公益財団法人 佐賀未来創造基金＊  公募中 ― 

＊はコンソーシアム申請団体 
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別紙 8 2024年度 審査委員 

2024年度 助成事業通常枠・緊急支援枠審査委員 
草の根活動支援事業・災害支援事業    

石田 祐  関西学院大学 人間福祉学部 教授   

山内 亮太  株式会社 ESCCA 代表取締役  
米田 佐知子  子どもの未来サポートオフィス 代表  
菅野 拓  大阪公立大学 大学院文学研究科 人間行動学専攻 准教授  
中嶋 弓子  任意団体 東京おでかけプロジェクト 代表  
ソーシャルビジネス形成支援事業・イノベーション企画支援事業    

町井 則雄  株式会社シンカ 代表取締役社長  
永沢 映  特定非営利活動法人コミュニティビジネスサポートセンター 代表理事  

山元 圭太  合同会社喜代七 代表  

山本 未生  一般社団法人 World In You 代表理事  

松川 倫子  TMatsu LLC 代表・CEO  
※通常枠及び緊急支援枠共に、上表の審査委員にて審査を実施している。  

 

2024年度 活動支援団体審査委員  
米田 佐知子  子どもの未来サポートオフィス 代表  
山内 亮太  株式会社 ESCCA 代表取締役  
菅野 拓  大阪公立大学 大学院文学研究科 人間行動学専攻 准教授  
町井 則雄  株式会社シンカ 代表取締役社長  

東郷 琴子  
パナソニック オペレーショナルエクセレンス株式会社    
企業市民活動推進部 ソーシャルアクション推進課 課長  

田代 純一  MONOSASHI 代表  
  

2023（2024）年度 出資事業投資審査委員  
岸上 有沙  En-CycleS (Engagement Cycle for Sustainability) 独立コンサルタント   

齊藤 紀子  千葉商科大学 人間社会学部 准教授  

須藤 奈応  一般社団法人社会変革推進財団（SIIF）専門家アドバイザー  
陶山 祐司  Zebras and Company共同創業者  
高塚 清佳  Impact capital 代表取締役  
髙原 康次  グロービス経営大学院 教員・テクノベート経営研究所副所長  
山本 龍太朗  大江橋法律事務所 弁護士  

2025 年 3 月 31 日現在  
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別紙 9 2024年度 緊急支援枠 資金分配団体・実行団体選定数一覧 

事業名 資金分配団体名 
実行団体への 

申請団体数 

採択団体数 

（内定） 

1 次         

令和６年能登半島地震被災者を対象

とする居住支援事業 
一般社団法人  居住支援全国ネットワーク 11 4 

2024 年度生活困窮世帯に対する緊

急食料支援及び冷凍食品の取扱拡大

事業 

一般社団法人  全国フードバンク推進協議会 14 8 

2 次         

能登の復興まちづくりおよび生業復

興支援事業 
一般社団法人  RCF ― ― 

親を頼れず住まいを失った若者に対

する居住・生活支援 
特定非営利活動法人  サンカクシャ＊ ― ― 

親に頼れない若者の独り立ちサポー

ト事業助成 
公益社団法人  ユニバーサル志縁センター 13 8 

3 次         

沖縄版 誰もが支え合い・働く社会

の実現事業２ 
公益財団法人 沖縄県労働者福祉基金協会＊ ― ― 

食品支援を基盤にした困窮世帯の子

どもの体験格差是正のための資金分

配事業 

認定特定非営利活動法人 グッドネーバーズ・ジ

ャパン 
― ― 

沖縄県域こどもの生活・学習支援事

業 
特定非営利活動法人 困窮者支援ネットワーク ― ― 

親サポ×就労プロジェクト 
認定特定非営利活動法人 北海道 NPO ファンド

＊ 
― ― 

＊はコンソーシアム申請団体 
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別紙 10 2024 年度 活動支援団体・支援対象団体選定数一覧 

事業名 活動支援団体 

支援対象団体 

への 

申請団体数 

採択団体数 

（内定） 

民間公益活動を実施する担い手の支援 

外国ルーツ支援における地域的・分野

的ひろがり応援事業 

特定非営利活動法人 青少年自立援助センタ

ー＊ 
公募準備中 ― 

筑後川関係地域の子ども若者支援の持

続可能性向上プログラム 
一般財団法人 ちくご川コミュニティ財団 公募中 ―  

信州 社会課題解決の担い手 ステップ

アップ事業 
公益財団法人 長野県みらい基金＊ 公募中 ―  

＊はコンソーシアム申請団体 
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別紙 11 2023 年度 活動支援団体・支援対象団体選定数一覧 

事業名 活動支援団体 

支援対象団体 

への 

申請団体数 

採択団体数 

（内定） 

リスクマネジメントに基づく運営・支

援体制の確立 
一般社団法人 BLP-Network ※ 2 2 

災害に対応できる民間支援団体の 

増加と基盤強化事業 

特定非営利活動法人 ジャパン・プラット 

フォーム 
10 8 

こども食堂ネットワーク団体基盤強化

への伴走支援プログラムと持続的な

「学びあいプラットフォーム」構築支

援事業 

特定非営利活動法人 全国こども食堂 

支援センター・むすびえ 
8 5 

次のステージを支える「かなめびと

（組織運営コアスタッフ）」養成による

組織基盤強化 

特定非営利活動法人 ボランタリー 

ネイバーズ ※ 
4 3 

※BLP-Network とボランタリーネイバーズは、事業期間中に複数回の公募を予定しており、上記は 2024 年度内に実施し

た公募による選定数のみを記載している。  
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別紙 12 2023 年度 出資事業 資金分配団体の公募 採択団体 

選定団体１ 

資金分配団体名 ソーシャル×インパクト投資事業有限責任組合 

申請団体名 株式会社 QR インベストメント、株式会社ソーシャル・エックス 

対象とする社会課題 

自治体だけでは解決が難しい社会課題を対象とする。具体的には子ども・子育

て、教育、健康・医療、福祉、防災、エネルギー、農林水産業・観光・交通・

コミュニティなど幅広い分野が含まれる。 

解決のための戦略 

スタートアップが自治体と共創することにより 、行政施策の狭間にある課題

の解決に繋げるとともに、共創人材による伴走支援を通じた事業の成長を図

る。 

 
選定団体 2 

資金分配団体名 プラスソーシャルインベストメント休眠預金ファンド（仮称） 

申請団体名 プラスソーシャルインベストメント株式会社 

対象とする社会課題 
地域の構造的な問題である若者・女性の流出、それに伴う人口減少や担い手不

足等の解決 

解決のための戦略 

地域の中で長期的に創出を目指す社会的な変化（インパクト）を「魅力ある地

域の産業・事業の創出」と定義。この社会変化の実現のために重要な５つの領

域を設定。これら領域において、これまでの地域構造を大胆に変えていくよう

な新規事業、ローカルベンチャーの誕生をファンドを通じて後押しするととも

に、働く人の負担軽減や多様性が促進されるような環境・仕組みの充実化を同

時に目指す。 
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別紙 13 2023 年度 通常枠 資金分配団体・実行団体選定数一覧 

【2023 年度通常枠＜第１回＞資金分配団体・実行団体選定数一覧】 

事業名 資金分配団体名 
実行団体への 

申請団体数 

採択団体数 

（内定） 

草の根活動支援事業 全国ブロック 
コレクティブインパクトを生み出すロ

ーカルファンド創生事業 
一般社団法人 全国コミュニティ財団協会 13 5 

農福連携による共生社会創造事業 公益社団法人 日本フィランソロピー協会＊ 33 8 

草の根活動支援事業 地域ブロック 
京都の若者の段階的就労支援プロジェ

クト 
公益財団法人 京都地域創造基金※1 8 2 

困難を抱える家庭を取り残さない仕組

みづくり 
一般財団法人 ちくご川コミュニティ財団 10 6 

若年就労困難者のための包括的就労支

援事業 
公益財団法人 ちばのＷＡ地域づくり基金 8 3 

地方都市・農山村等におけるコミュニ

ティの持続的発展 
一般財団法人 中部圏地域創造ファンド 9 3 

イノベーション企画支援事業 

発達障害支援の「質の向上」を目指す

地域ネットワーク構築事業 
特定非営利活動法人 ADDS＊ 36 7 

デジタル･スキル研修＆就労支援を通じ

たシングルマザーのエンパワーメント

と地域格差の解消 

一般社団法人 グラミン日本 27 6 

居場所のインパクト可視化を通じた地

域活性化事業 

認定 NPO 法人 全国こども食堂支援センタ

ー・むすびえ＊ 
5 3 

外国ルーツ青少年の自立をささえる進

路・キャリア支援事業 
公益財団法人 日本国際交流センター 21 5 

ICT を核とした早期介入のエコシステ

ムの構築 
一般財団法人 リープ共創基金 31 5 

ソーシャルビジネス形成支援事業  
林業六次産業化による森林活用支援事

業 
株式会社 トビムシ 32 5 
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地域社会の変革を生み出すビジネス創

生事業 
公益財団法人 長野県みらい基金＊ 25 10 

北海道の広域におけるソーシャルビジ

ネス・インキュベーション構築事業 
特定非営利活動法人 北海道エンブリッジ＊ 9 6 

災害支援事業  
復興支援団体の事業基盤強化・事業化

促進 
一般社団法人 RCF 4 2 

地域の共助力・起動力を高める地域中

間支援組織による防災・災害支援事業 
特定非営利活動法人 エティック 22 9 

企業を担い手に加えた 4 者連携災害支

援体制構築事業 

一般社団法人 佐賀災害支援プラットフォー

ム 
10 5 

＊はコンソーシアム申請団体 

※1 公益財団法人京都地域創造基金は 2024 年 10 月に認定特定非営利活動法人ムラのミライへ事業を継承している。 
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【2023 年度通常枠＜第 2回＞資金分配団体・実行団体選定数一覧】 

事業名 資金分配団体名 
実行団体への 

申請団体数 

採択団体数 

（内定） 

草の根活動支援事業 地域ブロック 

生きづらさを感じる孤独・孤立社会の生

活支援事業 

特定非営利活動法人 ACOBA 
12 6 

イノベーション企画支援事業 

団体と自治体・企業との広範なネットワ

ーク形成を通じてシングルマザーに対

する自立支援パッケージの構築を目指

す 

一般社団法人 日本シングルマザー支援協会 

19 4 

「排除」から「包摂」へ インクルーシブ

な放課後 創造事業 

特定非営利活動法人 放課後 NPO アフター

スクール＊ 
10 5 

災害支援事業 

支援から取り残される被災者への支援

体制強化 

特定非営利活動法人 ジャパン・プラットフ

ォーム 
9 4 

＊はコンソーシアム申請団体 

  



76 
 

別紙 14 2022 年度 通常枠 資金分配団体・実行団体選定数一覧 

【2022 年度通常枠＜第１回＞資金分配団体・実行団体選定数一覧】 

事業名 資金分配団体名 
実行団体への 

申請団体数 
採択団体数 

草の根活動支援事業 全国ブロック 

地域の居場所のトータルコーディネー

ト事業 

認定 NPO 法人 全国こども食堂支援センタ

ー・むすびえ 
18 5 

自立したフードバンク団体育成のため

の組織基盤強化事業 
一般社団法人 全国フードバンク推進協議会 24 6 

立ち直りを支える地域支援ネットワー

ク創出事業 
更生保護法人 日本更生保護協会 10 5 

多角的福祉事業体の創出 
公益社団法人 日本サードセクター経営者協

会 
19 6 

様々な困難で困窮する女性の経済的自

立支援 
公益財団法人 パブリックリソース財団 20 6 

地域若者サポートネットワーク設立事

業 
公益社団法人 ユニバーサル志縁センター 6 3 

草の根活動支援事業 地域ブロック 

あらゆる子どもの育ちを保障する地域

総動 
特定非営利活動法人 碧いびわ湖* 17 6 

困難を抱え孤立する子ども・若者の社

会的自立支援事業 

認定 NPO 法人 神奈川子ども未来ファンド*

※1 
8 5 

若年困窮女性の孤立防止と経済的自立

支援 
公益財団法人 地域創造基金さなぶり 11 7 

社会的困難者が役割と希望を再生する

コミュニティ活動 
公益財団法人 南砺幸せ未来基金* 9 4 

社会的居場所を核とした働き方と暮ら

し方の共生の実現 
認定 NPO 法人 北海道 NPO ファンド 5 3 

地域共生社会で子ども達の故郷を無く

さない 
一般財団法人 未来基金ながさき* 5 3 

イノベーション企画支援事業 

うつ病予防支援 
特定非営利活動法人 

こどもたちのこどもたちのこどもたちのために 
12 5 

多世代が食でつながるコミュニティづ

くり 
一般社団法人 全国食支援活動協力会 26 9 
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ソーシャルビジネス形成支援事業 

地域のスター的な農家による農福連携

推進事業 
株式会社クロスエイジ* 9 6 

地域特産品及びサービス開発を通じ

た、地域事業者によるソーシャルビジ

ネス形成の支援事業 

株式会社トラストバンク 43 6 

災害支援事業 

災害時の多様なフェーズ・階層・対象

への地域連携モデル創出事業 
社会福祉法人 長野県共同募金会* 11 7 

＊はコンソーシアム申請団体 
※1 認定特定非営利活動法人神奈川子ども未来ファンドは 2025 年 5 月に READY FOR 株式会社へ事業を継承している。 
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【2022 年度通常枠＜第 2回＞資金分配団体・実行団体選定数一覧】 

事業名 資金分配団体名 
実行団体への 

申請団体数 
採択団体数 

草の根活動支援事業 全国ブロック 

アウトリーチ手法による外国ルーツ

住民の自立支援 

公益財団法人 日本国際交流センター

* 
17 6 

草の根活動支援事業 地域ブロック 

女性の孤独・孤立を回避・回復する

地域のつながりを増やす福島プロジ

ェクト 

一般財団法人 ふくしま百年基金 11 7 

イノベーション企画支援事業 
「創造性」の格差を埋める～イノベ

ーション人材となる機会を、すべて

の子どもに 

特定非営利活動法人 みんなのコード

* 
36 6 

災害支援事業 
中国 5 県における発災時の相互支援

体制構築に向けた地域の支援団体育

成・強化事業 

特定非営利活動法人 ひろしま NPO

センター* 
8 7 

＊はコンソーシアム申請団体  
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別紙 15 2021 年度 通常枠 資金分配団体・実行団体選定数一覧 

【2021 年度通常枠＜第１回＞資金分配団体・実行団体選定数一覧】 

事業名 資金分配団体名 
実行団体への 

申請団体数 
採択団体 

 

草の根活動支援事業 全国ブロック 

地方における 10 代の居場所づくり

支援事業 
認定特定非営利活動法人 カタリバ* 44 14 

こども食堂をハブとした地域資源の 

循環促進事業 

特定非営利活動法人 

全国こども食堂支援センター・むすびえ 
12 5 

盲ろう者の地域団体の創業支援事業 社会福祉法人 全国盲ろう者協会 7 5 

社会的困難者を支えるローカルアク

ション 
公益財団法人 南砺幸せ未来基金* 18 12 

子どもシェルター新設事業 公益財団法人 パブリックリソース財団* 5 4 

草の根活動支援事業 地域ブロック  
チームによる支援活動の広域展開 一般財団法人 中部圏地域創造ファンド* 12 4 

中国 5 県休眠預金等活用事業 2021 特定非営利活動法人 ひろしま NPO センター* 23 7 

イノベーション企画支援事業  
誰もが活躍できる信州「働き」「学

び」「暮らし」づくり事業 
公益財団法人 長野県みらい基金* 17 7 

ソーシャルビジネス形成支援事業  
地域インパクトファンド設立・運営

支援事業  
一般財団法人 社会変革推進財団  7 2 

空き家・古民家を活用した母子家庭

向けハウス設立事業 
一般社団法人 全国古民家再生協会* 23 ５ 

災害支援事業  
新たな災害における復興の担い手育

成事業 
一般社団法人 RCF 7 3 

＊はコンソーシアム申請団体 
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【2021 年度通常枠＜第２回＞資金分配団体・実行団体選定数一覧】 

事業名 資金分配団体名 
実行団体への 

申請団体数 
採択団体 

 

草の根活動支援事業 全国ブロック 

地域の資金循環とそれを担う組織・若手

支援者を生み出す人材育成事業 
一般社団法人 全国コミュニティ財団協会 10 4 

草の根活動支援事業 地域ブロック 

泉北ニュータウンの孤立と地域をつなぐ 
公益財団法人 泉北のまちと暮らしを考え

る財団 
12 3 

誰ひとり取り残さない居場所づくり 一般財団法人 ちくご川コミュニティ財団 12 3 

認知症の方々も安心・安全な外出を担保

できるまちづくり 
公益財団法人 みらいファンド沖縄* 5 5 

地方における学習・能力向上機会の拡充

による選択格差の解消 
特定非営利活動法人 北海道 NPO ファンド 18 3 

イノベーション企画支援事業 

シングルマザーのデジタル就労支援 一般社団法人 グラミン日本* 9 4 

ソーシャルビジネス形成支援事業 

SB 第 3 世代による九州位置（地域）価

値創造事業 
一般社団法人 SINKa 30 5 

災害支援事業 

女性の活躍が災害の困難を軽減する地域

創り 
公益財団法人 地域創造基金さなぶり 19 7 

(防災・減災)発災から復興期を見据えた

食糧支援体制構築 

特定非営利活動法人 ジャパン・プラット

フォーム 
3 2 

(緊急災害)災害時食支援ラストワンマイ

ルへの到達事業 

特定非営利活動法人 ジャパン・プラット

フォーム 

＊はコンソーシアム申請団体 
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別紙 16 2023 年度 緊急支援枠 資金分配団体・実行団体選定数一覧 

事業名 資金分配団体名 
実行団体への 

申請団体数 

採択団体数 

（内定） 

1 次 

生活困窮世帯に対する緊急食料支援

及び冷凍食品の取扱拡大事業 
一般社団法人 全国フードバンク推進協議会 24 7 

2 次 

相談機能付き食支援体制整備事業 一般社団法人 全国食支援活動協力会 11 7 

3 次 

外国人と共に暮らし支え合う地域社

会形成 3 

認定特定非営利活動法人 日本都市計画家協会

* 
27 11 

親に頼れない若者の独り立ちサポー

ト事業助成 
公益社団法人 ユニバーサル志縁センター 21 7 

4 次 

高校生世代の子育て家庭「くらしと

学びの危機」緊急支援事業 
特定非営利活動法人 キッズドア* 37 12 

子供の居場所づくりを中心とした子

育て支援と団地再生 
一般社団法人 コミュニティネットワーク協会 18 6 

不登校児童・生徒への緊急支援及び

地域ネットワーク構築事業 
特定非営利活動法人 困窮者支援ネットワーク 14 6 

急増する「海外にルーツを持つ子育て家

庭・若者・困窮者」緊急支援事業 

特定非営利活動法人 青少年自立援助センター

* 
35 10 

子育てに困難を抱える家庭へのアク

セシビリティ改善事業 
一般財団法人 ちくご川コミュニティ財団 13 8 

アウトリーチを主体とした多様な課

題を抱えた家庭・個人への支援事業 
公益財団法人 長野県みらい基金* 11 11 

沖縄版 誰もが支え合い・働く社会

の実現事業 
一般財団法人 南西地域産業活性化センター* 17 6 

悩みや困難を抱えた子どもと家族の

ための地域連携支援プログラム 
認定特定非営利活動法人 富士山クラブ 18 7 
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神奈川県及びその周辺の食支援ネッ

トワーク発展のために 
公益社団法人 フードバンクかながわ* 6 5 

多様な参画で実現する支援される側

の尊厳を守る新たな食支援事業 
公益財団法人 みらいファンド沖縄 13 6 

ひとり親家庭サポート地域拠点強化

事業 
特定非営利活動法人 ムラのミライ 14 5 

5 次 

能登コミュニティおよび事業の継続

維持に向けた復興支援事業 
一般社団法人 ＲＣＦ 34 7 

能登半島地震緊急支援および中長期

的復興を見据えた基盤強化事業 
特定非営利活動法人 エティック 13 7 

＊はコンソーシアム申請団体 
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別紙 17 2022 年度新型コロナ及び原油価格・物価高騰対応支援枠 資金分配団体・実行団体選定数一覧 

＊はコンソーシアム申請団体 

  

事業名 資金分配団体名 実行団体への 
申請団体数 

採択団体  

1 次 

自伐型林業地域実装による森の就労支

援事業 
特定非営利活動法人 地球と未来の環境基金* 16 10 

コロナ禍の住宅困窮者支援事業２ 公益財団法人 パブリックリソース財団* 11 4 

2 次 

若者の「望まない孤独」支援モデル形

成事業 
特定非営利活動法人 育て上げネット* 56 8 

外国人と共に暮らし支え合う地域社会

形成２ 
特定非営利活動法人 日本都市計画家協会* 26 12 

みんなの配信と交流プラットフォーム 公益財団法人 みらいファンド沖縄 16 11 

3 次 

困窮する子ども・若者の支援体制整備

事業 
特定非営利活動法人 ACOBA 12 8 

外国ルーツ青少年の教育スタート支援 公益財団法人 日本国際交流センター 10 7 

社会的養護アフターケア緊急支援助成 公益社団法人 ユニバーサル志縁センター 24 13 

沖縄の子ども達の命を守る支援事業 特定非営利活動法人 困窮者支援ネットワーク 14 8 

4 次 

「ごちそうさま」をきっかけにした困

難を抱えた子育て家庭の支援事業 

一般社団法人  

さが・こども未来応援プロジェクト実行委員会 
12 6 

生活困窮世帯や社会的孤立者への支援 一般財団法人 中部圏地域創造ファンド 20 12 

孤立孤独／生活苦を抱える若者への緊

急支援事業 
特定非営利活動法人 D×P* 30 7 

アウトリーチを主体とした多様な課題

を抱えた家庭・個人への支援事業 
公益財団法人 長野県みらい基金* 10 10 

京都の若者へ寄り添うアプローチによ

る生きる基盤支援事業 

有限責任事業組合 

まちとしごと総合研究所 
22 4 

コロナ物価高で増える「虐待」を防ぐ 

緊急居場所支援事業 
特定非営利活動法人 Learning for All* 37 11 
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別紙 18 事業完了後の監査 〈実施団体一覧〉 

事業年度 No 団体名 実施日 

2020 年度通
常枠  

1 一般社団法人全国食支援活動協力会  8 月 19 日  

2 一般財団法人中部圏地域創造ファンド  8 月 26 日  

3 公益財団法人ちばのＷＡ地域づくり基金  8 月 30 日  

4 一般財団法人社会変革推進財団  9 月 5 日  

5 公益財団法人パブリックリソース財団  9 月 30 日  

6 公益財団法人原田積善会  10 月 3 日  

7 特定非営利活動法人ひろしま NPO センター 

（中国 5 県休眠預金等活用コンソーシアム）  

10 月 9 日  

8 公益財団法人オリオンビール奨学財団  10 月 16 日  

9 認定特定非営利活動法人富士山クラブ  10 月 31 日  

10 一般財団法人大阪府人権協会  11 月 5 日  

11 特定非営利活動法人北海道 NPO ファンド  11 月 14 日  

12 特定非営利活動法人宮崎文化本舗  11 月 25 日  

13 一般社団法人全国コミュニティ財団協会  12 月 5 日  

14 特定非営利活動法人地球と未来の環境基金  1 月 10 日  

15 一般財団法人ふくしま百年基金  1 月 15 日  

16 特定非営利活動法人ジャパン・プラットフォーム（防災・減災事業）  1 月 23 日  

17 特定非営利活動法人ジャパン・プラットフォーム（緊急災害事業）  1 月 23 日  

18 公益財団法人九州経済調査協会  2 月 12 日  

19 一般財団法人ちくご川コミュニティ財団  2 月 13 日  

20 特定非営利活動法人全国こども食堂支援センター・むすびえ  2 月 14 日  

2022 年度新
型コロナ及
び原油価
格・物価高
騰対応支援
枠 

1 特定非営利活動法人 Learning for All  9 月 20 日  

2 公益財団法人パブリックリソース財団  9 月 30 日  

3 公益財団法人みらいファンド沖縄  10 月 17 日  

4 特定非営利活動法人困窮者支援ネットワーク  10 月 17 日  

5 一般社団法さが・こども未来応援プロジェクト実行委員会  10 月 24 日  

6 特定非営利活動法人 D×P  11 月 5 日  

7 特定非営利活動法人育て上げネット  11 月 13 日  

8 公益社団法人ユニバーサル志縁センター  11 月 15 日  

9 有限責任事業組合まちとしごと総合研究所  12 月 5 日  

10 特定非営利活動法人 ACOBA  12 月 19 日  

11 公益財団法人長野県みらい基金  12 月 27 日  

12 特定非営利活動法人地球と未来の環境基金  1 月 10 日  
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13 公益財団法人日本国際交流センター  1 月 17 日  

14 認定特定非営利活動法人日本都市計画家協会 2 月 19 日  
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別紙 19 業務改善 PT 活動内容 

3 つの研究会が編成され、各研究会の目的は以下のとおりである。 
不動産研究会  
活動拠点など建物等の不動産取得に対し助成金を充てることの妥当性や、事業目的に適ったものと
なっていたのか等、様々な観点からの効果検証を行い、有効性がどのようなケースや手法において
確認できたかどうかを調査によって明らかにしていくことを目指す。   
休眠預金評価研究チーム   
2024 年度は、2022 年度より検討されている「評価の本質」を深めるため、実行団体の評価をテー
マに実行団体の評価報告書の読み合わせと、評価の在り方についての議論を実施した。過年度に引
き続き評価の本質について整理し、評価に関するヒントやアイデアの蓄積を目指す。   
人材育成研究会  
「ソーシャルセクター」における担い手（人材）をどのように確保し、育成していくのか、これを
テーマとして、様々な関係者を巻き込みながら議論や調査を実施し課題を克服するための方法や具
体的なアクションにつなげられる連携の形などを明らかにしていくことを目指す。    
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別紙 20 イベントへの講師派遣 

開催日 イベント名 主催 

4 月 24 日 地域共生社会で子ども達の故郷を無くさない事業・未来基金なが

さき 記者発表 

一般財団法人未来基金ながさき 

5 月 14 日 インパクトフォーラム「世代の強味を活かしたインパクトの推

進」 -Z 世代の投資家・企業と- 

インパクトコンソーシアム 

5 月 16 日 Social Impact Day 2024「ソーシャルインパクトの「呼び水」〜日

本における触媒的資本の活用〜」 

一般財団法人社会的インパクト・マ

ネジメント・イニシアチブ 

一般財団法人 社会変革推進財団 

5 月 30 日 地域づくり団体都道府県協議会会長及び都道府県地域づくり団体

担当課長会議 

一般財団法人 地域活性化センター 

6 月 22 日 8th Annual ARNOVA (The Association for Research on Nonprofit 

Organizations and Voluntary Action) 

Asia Conference (in Seoul) 

7 月 5 日 IVS2024 Kyoto「インパクト投資について」 IVS KYOTO 実行委員会 

9 月 7 日 令和 6 年度 福岡市アウトリーチ・ハンズオンによる NPO 支援プ

ログラム・セミナー 

一般社団法人 SINKa 

9 月 26 日 コミュニティにおける食支援活動から未来を探る 一般社団法人全国食支援活動協力会 

9 月 30 日 サステナビリティ経営研究会 第 22 期 第 3 回 サステナビリティ経営研究会 

10 月 29 日 知る・想う・つながることで社会が変わる 株式会社三井住友フィナンシャルグ

ループ、富士通株式会社、PwC 

Japan グループ 

10 月 31 日 ヨコラボ 2024 休眠預金セミナー 横浜市 

11 月 6 日 経団連消費者政策委員会企画部会 一般社団法人 日本経済団体連合会 

11 月 7 日 消費者政策委員会企画部会 一般社団法人 日本経済団体連合会 

11 月 8 日 インパクト投資ラウンドテーブル AVPN 

11 月 12 日 社会貢献活動研究会 一般社団法人 経営倫理実践研究セ

ンター 

11 月 24 日 アジア・フィランソロピー 会議 2024 公益財団法人 日本財団 

11 月 29 日 NPO の事業や活動の成長のために多様な資金を活かすには～休眠

預金活用助成や寄付の活用事例から考える～ 

愛知県 

12 月 11 日 Japan Community Impact ジョンソンエンドジョンソン社 

12 月 12 日 社会課題解決のためのソーシャルイノベーションプロジェクト 一般財団法人 九州オープンイノベ

ーションセンター 
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12 月 19 日 サステナビリティ課題とシステム思考 第三部「地方経済縮小リ

スクに対するシステム思考によるアプローチ」 

日本生命保険相互会社 

1 月 20 日 「休眠預金等活用制度ってなんだ?!」を知る学習会 新潟県 

1 月 25 日 PEP サミット 2025 ― 新時代のサステナビリティー 政策起業家プラットフォーム

（PEP） 

1 月 27 日 未来を創るサステナブル革命：クライメートファイナンスが変え

る世界「インパクト投資ラウンドテーブル」 

CIC Tokyo 

2 月 5 日 TECH GALA 2025 CENTRAL JAPAN STARTUP 

ECOSYSTEM CONSORTIUM 

2 月 13 日 奈良県協働推進セミナー  ワークショップ型講座＆個別相談会  奈良県 

2 月 13 日 2025 年度 NPO 関連予算公開ヒアリング～政府予算を活動に活か

す！ 省庁担当者に直接聞いてみよう 

立憲民主党 

2 月 20 日 公益活動推進の日２０２５年２月２０日 経団連インパクト投融資ワーキング

グループ 

3 月 4 日 岩手における寄付推進の仕組みを考える～休眠預金事業、コミュ

ニティ財団の仕組みから～ 

NPO 法人いわて連携復興センター 

3 月 11 日 全国コミュニティ財団協会 年次大会（挨拶） 一般社団法人 全国コミュニティ財

団協会 

3 月 17 日 千葉県市民活動支援組織ネットワーク会議 千葉県 

3 月 22 日 金融×公務員のミートアップイベント 第 9 回ちいきん会～全国で

語ろう！ 

一般社団法人ちいきん会 

3 月 24 日 JICA 国内機関および国際協力推進員向け休眠預金等活動事業紹介

セミナー 

JICA×JANPIA 共催企画 
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別紙 21 業務の適正を確保するための体制の整備 

１． 理事の職務執行が法令および定款に適合することを確保するための体制  
(１) 一般財団法人日本民間公益活動連携機構（以下「JANPIA」という。）においては、定款第 39 条に基

づき、通常理事会を各事業年度に 4 か月を超える間隔で２回以上開催、また、必要に応じて臨時理
事会を開催することとしており、2024 年度は理事会を 12 回開催している。さらに、定款第 29 条第
4 項に基づき理事長及び専務理事は、自己の職務の執行の状況を理事会に報告することとしており、
2024年度は同条同項の定めによる定期申告を 2回行っている。  

(２) 役員の業務の公正さを確保するため、理事会規則第 8 条第 4 項及び第 5 項で利害関係者の決議から
の除外等を定めるとともに、同規則第 17 条で理事が利益相反等取引をしようとする場合、理事会の
承認を得るものとしている。また、役員の利益相反防止のための自己申告等に関する規程で利益相反
に関する自己申告と申告後の対応について定めている。  

(３) 定款第 30 条で、監事は、理事の職務の執行を監査し、いつでも理事及び使用人に対して事業の報告
を求め、この法人の業務及び財産の状況を調査できることとしている。また同条で、監事は、理事が
不正の行為をし、若しくはその行為をするおそれがあると認めるとき、又は法令若しくは定款に違反
する事実若しくは著しく不当な事実があると認めるときは、遅滞なく、その旨を理事会に報告するこ
ととしている。  

(４) 定款第52条の規定によりコンプライアンス委員会を設けることとし、コンプライアンス規程により、
複数の外部有識者を含むコンプライアンス委員会の構成やコンプライアンス施策の実施及び運営の
原則を定めている。また、内部通報（ヘルプライン）規程により、役職員及びこの法人が行う事業に
直接的、間接的に関係する者から通報等を受け付けることとし、通報者等への不利益処分等を禁止し
ている。また、同規程第 4 条「通報等の方法」のうち第１項（７）に規定する「外部機関」として株
式会社インテグレックスに通報窓口を設置している。また、2022 年度からは JANPIAウェブサイト
より直接相談ができる窓口、「コンプライアンス相談・通報窓口」を開設し、複数の方法で通報等を
可能にした。2024年度はコンプライアンス委員会を 3回開催している。  

 
２． 理事の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制  

理事会の議事については、法令、定款及び理事会規則で定めるところにより議事録を作成し、情報公
開規程に基づき公開するとともに、文書管理規程に基づき管理、保存等を行うこととしている。 
 

３． 損失の危険の管理に関する規程その他の体制  
(１) リスク管理規程及びコンプライアンス規程等により、理事は JANPIA の事業に関する損失の危険（リ

スク）を定期的に、また、必要に応じて、把握・評価し、リスクの防止と民間公益活動促進業務の実
施等に及ぼす影響の最小化を図ることとしている。 

(２) 首都直下地震等の大規模な災害の発生に備え、理事長が定める「首都直下地震等対策ガイドライン」
に基づき、事務局長は職員の安否確認をはじめとする情報連絡体制の構築や防災訓練の実施、ＢＣＰ
（事業継続計画）の作成等により、安定的な業務の実施体制を整備することとしている。2024 年度
は、2019 年 6月に作成したＢＣＰに基づき、株式会社トヨクモの安否確認システムを活用し、緊急
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時に安否確認が行えるようを毎月月初めに発信確認を行うほか、防災一斉訓練を行うなど実施した。 
 

４． 理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制  
理事の職務権限規程及び事務局規程により効率的な意思決定を行うとともに理事と職員による着実
な実行を図ることとしている。  

 
５． 職員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制  

倫理規程や就業規則等により職員の職務の執行が法令及び定款に適合しなければならないと規定し
ており、職員に周知している。特に利益相反行為等について自己申告を求めるとともに二重就業の許
可や資金分配団体若しくは実行団体又はこれらの団体になり得る団体の役職員に就任する場合には
JANPIA の許可を受けることとしている。2024 年度は、職員に対するハラスメント防止研修（一般
職員向け、管理職向け）各１回実施したほか、職員の利益相反行為等についての自己申告を２回実施
している。  

 
６． 監事がその職務を補助すべき職員を置くことを求めた場合における当該職員に関する事項  
(１) 監事全員の合意により定める監事監査規程第 15 条第 1 項により監事の職務執行の補助機関として、

被監査部門から独立した監査室を設置している。  
(２) 同条第 2 項に監査室に関する事項については監事と理事の協議により定めることとしており、監査

室に監査補助者を配置している。  
(３) 監査補助者は、監事の指示に従い監事監査規程に定める監事の職務執行を補助している。  
 
７． ６の職員の理事からの独立性に関する事項  
(１) 監査補助者は、監事の指示に従い監事監査規程に定める監事の職務執行を補助することとされてお

り、監査室職員として採用し、専任で監査業務に従事している。  
(２) 監事監査規程第 15 条第 2項により、監査室に関する事項については監事と理事の協議により定める

こととしている。  
 
８． ６の職員に対する監事の指示の実効性の確保に関する事項  

監事監査規程第 4 条で、理事及び職員は、法令、定款及び監事監査規程に定める監事の業務の遂行
に協力することされており、監事の職務執行を補助する６の職員に対しても当然協力することとな
る。  

 
９． 理事及び職員が監事に報告するための体制その他の監事への報告に関する体制  
(１) 定款第 30 条第 2 項により、監事は、いつでも、理事及び職員に対して事業の報告を求め、JANPIA

の業務及び財産の状況の調査を行うことができるとしている。2024 年度は、監事監査規程第 5条第
1 項各号に定める監査事項について「2024 年度監査計画（第 73 回理事会報告）」を策定、監査補助
者による確認を行っている。  

(２) 監事は、定款第 30条第 3項及び内部通報（ヘルプライン）規程により、理事又は職員から、理事又
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は職員が不正の行為をし、若しくは当該行為をするおそれがある、又は法令若しくは定款に違反す
る事実若しくは著しく不当な事実があるとの報告を受けた場合、必要な措置を講じることとしてい
る。  

 
１０． 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保する

ための体制  
内部通報（ヘルプライン）規程第 10 条により、監事に対するものも含め内部通報を行った職員に対
し、当該通報及び報告をしたことを理由として不利益な取り扱いを行わないこととしている。  

 
１１． 監事の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生

ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項  
役員及び評議員の報酬等並びに費用に関する規程第 6 条により、監事が負担した費用については、
これの請求があった日から遅滞なく支払うものとしている。当該費用は、例えば移動費用の場合「旅
費交通費」から支払う等既定予算で対応することとしている。  

 
１２． その他監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制  

監事監査規程第 4 条第 1 項により、理事及び職員は、監事による法令、定款及び監事監査規程に定
める業務の遂行に協力することされており、同条第 2 項により理事又は理事会は、監事の職務のた
めに必要な体制の整備に留意するとしている。  

 
 


	1. 事業の概要
	1.1一般財団法人日本民間公益活動連携機構の概要
	1.2 2024年度の事業概要と休眠預金等交付金の受入れ

	2. 管理業務
	2.1 組織体制
	2.2 役員(理事及び監事)・評議員・専門家委員・職員に関する事項
	2.3 諸規程等に関する事項
	2.4 会議（理事会・評議員会・専門家会議）実績
	2.5 業務運営体制の整備
	2.6 休眠預金活用推進議員連盟との意見交換等
	2.7 休眠預金等活用審議会との意見交換等

	3. 事業の実施状況
	3.1 公募全体のスケジュール
	3.2 助成事業の通常枠と緊急支援枠について
	3.2.1 資金分配団体の公募と決定
	3.2.2 資金分配団体による助成事業の実施
	3.2.3 資金分配団体・実行団体の監督及び事業完了後の監査
	3.2.4 情報公開の徹底

	3.3 活動支援団体について
	3.3.1. 活動支援団体の公募と決定
	3.3.2 活動支援団体による活動支援プログラムの実施
	3.3.3 活動支援団体の監督
	3.3.4 情報公開の徹底

	3.4 出資事業について
	3.4.1 資金分配団体の公募と決定
	3.4.2 資金分配団体による出資事業の実施
	3.4.3 資金分配団体の監督
	3.4.4 情報公開の徹底

	3.5 JANPIAによる基盤強化支援
	3.5.1 プログラム・オフィサー人材育成
	3.5.2 「休眠預金活用事業 PO ギャザリング2024」の開催
	3.5.3 ガバナンス・コンプライアンス研修
	3.5.4 企業との連携

	3.6 評価実施に向けた支援・研修等
	3.6.1 JANPIAが提供する様式等の改訂
	3.6.2 評価結果の点検・検証
	3.6.3 事後評価報告書の公開
	3.6.4 団体向けの研修
	3.6.5 フォローアップ調査・追跡評価・メタ評価

	3.7 ステークホルダー・エンゲージメントの重視
	3.7.1 事業運営に係る対話
	3.7.2 休眠預金を活用しうる団体との対話
	3.7.3 各種団体との連携

	3.8 民間公益活動の促進に資するための啓発活動及び広報活動
	3.8.1 休眠預金活用事業シンポジウム2024の開催
	3.8.2 メディア懇談会
	3.8.3 イベントへの講師派遣
	3.8.4 ウェブサイトの運用等
	3.8.5 シンボルマークの活用等

	3.9 民間公益活動の促進に関する調査及び研究
	3.9.1 総合評価
	3.9.2 社会課題マップの作成研究

	3.10 JANPIA内部の基盤強化
	3.10.1 役職員の多様性の確保、中立公正な事務局体制の整備、体制の強化
	3.10.2 ICT（クラウドサービス）を活用した休眠預金助成システム等の構築


	4. 事業の概要
	5. 指定に付された条件への的確な対応
	6. 附属明細書

